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４ 写真の省略

工事写真は次の場合は省略するものとする。

(1) 品質管理写真については、公的機関で実施された品質証明書を整備できる場合。

(2) 出来形管理写真については、完成後明視でき容易に測定可能な箇所。

(3) 監督職員または現場技術員が臨場して段階確認した箇所（不可視部分を含む）の出来形管理写真。

５ 写真の編集等

写真の信憑性を考慮し、写真編集は認めない。ただし、「デジタル工事写真の小黒板情報電子化につ

いて」（平成 29 年 3 月 31 日付け、28 高技管第 329 号）に基づく小黒板情報の電子的記入は、これに当

たらない。

６ 色彩、寸法及び形式

(1) 色彩

工事写真は、デジタル写真管理情報基準によるが、電子納品対象工事でない場合については、カラ

ーフィルムのカラープリントまたは、デジタルカメラの場合は、カラープリンター300bpi 以上とす

る。

(2) 寸法

デジタル写真管理情報基準によるが、電子納品対象工事でない場合については、サービス版サイズ

程度とし、監督職員が必要に応じ指示する場合は、受注者はこれに従うとともに、工事写真等を、A

４版の大きさの工事写真帳に整理するものとする。

(3) 形式

デジタル写真管理情報基準によるが、電子納品対象工事でない場合については、工事写真の撮影機

の形式は、ネガフィルムを使用するスチールカメラまたは、デジタルカメラとする。

７ 施工状況写真

工種毎に主要な施工中の状況等を工事施工段階の記録として撮影しなければならない。

また、工事着手前、工事途中、完成の写真が相互に関連するように、工事箇所の全体的な状況写真を

撮影し、工事工程が段階的に概況把握できるよう写真管理を行わなければならない。

なお、施工状況写真については、ビデオ等の活用ができるものとする。

８ 出来形管理写真

外面から明視できない部分の出来形寸法等は、記録として撮影しなければならない。ただし、監督職

員または現場技術員が臨場して段階確認した箇所の出来形管理写真撮影は省略する。

監督職員または現場技術員がやむを得ず立ち会うことのできない場合は、適宜な方法の指示を受け、

出来形寸法や作業状況等が確認できる写真撮影を行い、その結果の確認を受けなければならない。

９ 品質管理写真

品質管理における試験、検査及び測定時には監督職員が立会、確認し写真撮影することを原則とする。

ただし、監督職員がやむを得ず立ち会うことのできない場合は、受注者は監督職員がその都度指示す

る適宜の方法に従い、その結果の確認を得なければならない。

10 災害写真

工事中における災害については、受注者は災害以前の管理資料と災害後の管理資料の比較を、次の事

項を考慮して撮影しておかなくてはならない。

(1) 被災状況を確認できるように、洪水、漏水、決壊、崩壊等の状況及び臨機の措置の施工等を撮影す

ること。

(2) 撮影は、工事箇所付近の災害状況、被災箇所全域状況等、また、被災箇所の寸法等が判別出来るよ
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う撮影をすること。

11 事故写真

事故箇所の発生前、発生直後、発生後の事故状況が分かる写真及び、安全対策実施状況等を撮影する。

12 その他（公害、環境、工事損害影響管理写真）

受注者は、工事により第三者の物件等に損害の影響が考えられる場合は、事前、施工中、事後の工事

影響のわかる調査写真を撮影し、監督職員に提出しなければならない。

環境対策として、イメージアップ等の各施設設置状況等を撮影する。

（品質証明）

第10条 受注者は、設計図書で品質証明の対象工事と明示された場合には、品質証明に従事する者が事

前に品質確認を行い、検査時にその結果を所定の様式により提出しなければならない。

（検査）

第11条 受注者は、工事検査に際しこの要綱に定める管理資料等を監督職員に提出しなければならない。

また、電子納品については「電子納品運用に関するガイドライン 工事編」による。

（その他)

第12条 この要綱によりがたいものは、監督職員と協議のうえ別途定めることができる。また、この要

綱に定めるほか必要と認める管理方法等について適宜追加することができる。

なお、施工途中で管理が必要となったものは、協議の上実施できるものとする。

附則

１ この要綱は、平成17年4月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

２ この要綱は、平成20年5月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

３ この要綱は、平成21年4月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

４ この要綱は、平成29年10月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

５ この要綱は、平成30年10月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

６ この要綱は、令和元年10月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

７ この要綱は、令和2年10月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

８ この要綱は、令和3年4月1日から施行し、同日以降契約する工事から適用する。

９ この要綱は、令和3年10月1日から施行する。
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定 項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

１ 

共
通
編 

２ 

土
工 

３ 

河
川 
・
海
岸 
・
砂
防
土
工 

２ １ 掘削工 
基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
ただし、「ＴＳ等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（ 土工編）
（案）」の規定により測点による管理
を行う場合は、設計図書の測点毎。基
準高は掘削部の両端で測定。

 

1-2-3-2 

    
法長 ℓ 

ℓ＜5ｍ －200  

ℓ≧5ｍ 法長－4％ 

  

    
２ 掘削工 

（面管理の場合） 
  平均値 個々の 

計測値 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編 多点計測技術（面管理
の場合）（案）」、「空中写真測量
（無人航空機）を用いた出来形管理要
領（土工編）（案）」、「無人航空機
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」、
「ＴＳ等光波方式を 用 い た 出 来 形 管 
理 要 領 （ 土 工編）（案）」、「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」、「ＲＴ
Ｋ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領
（土工編）（案）」、または「地上移
動体搭載型レーザースキャナーを用い
た出来形管理要領（土工編）（案）」
に基づき出来形管理を面管理で実施す
る場合、その他本基準に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施する場合に適用す
る。

 

 

 

平場 標高較差 ±50 ±150 

法面 
（小段含

む） 

水平または 
標高較差 

±70 ±160 

    

   

   ２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mm が含まれている。 

   ３． 計測は平場面と法面（ 小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／m2（平面投影面
積当たり）以上とする。 

   

   ４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm 以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。 

   ５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。 

   
 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
 

表－１ 出来形管理基準及び規格値 

 第１ 一般土木工事の部 

－
3
1
3
－
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定 項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工 

２ ３ 掘削工 

（水中部） 

（面管理の場合） 

 

 平均値 個々の 
計測値 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「音響測深機器３次元計測技術

を用いた出来形管理要領（河川浚渫）

（案）」、「施工履歴データを用いた

出来形管理要領 

（河川浚渫工事編）（案）」に基づき

出来形管理を面管理で実施する場合、

そのほか本基準に規定する計測精度・

計測密度を満たす計測方法により出来

形管理を実施する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±100mm が含まれている。 

 

３．計測は平場面と法面の全面とし、

すべての点で設計面との標高較差を算

出する。計測密度は 1 点/m2（平面投影

面積当たり）以上とする。 

 1-2-3-2 

平場 標高較差 ±50 ±300 

法面 

（小段含

む） 

水平または

標高較差 

±70 ±300 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－
3
1
3
-
１

－
 

Ⅰ
－

1
－

１
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

１ 

共
通
編 

２ 

土
工 

３ 

河
川 
・
海
岸 
・
砂
防
土
工 

３ １ 盛土工 
基  準  高  ▽ －50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
基準高は各法肩で測定。 
ただし、「ＴＳ等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（ 土工編）
（案）」の規定により測点による管理
を行う場合は、設計図書の測点毎。基
準高は各法肩で測定。 

 

1-2-3-3 

    
法長 ℓ 

ℓ＜5ｍ －100  

ℓ≧5ｍ 法長－2％ 

幅  ｗ1，ｗ2 －100 

    
勾配 

Ｓ＜１割 ±0.5 分  

    
Ｓ≧１割 ±1.0 分 

２ 盛土工 
（面管理の場合） 

  平均値 個々の 
計測値 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編 多点計測技術（面管理
の場合）（案）」、「空中写真測量
（無人航空機）を用いた出来形管理要
領（土工編）（案）」、「無人航空機
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」、
「ＴＳ等光波方式を 用 い た 出 来 形 管 
理 要 領 （ 土 工編）（案）」、「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」、「地上
移動体搭載型レーザースキャナーを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」に基づき出来形管理を面管理
で実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合

 
 

 

 

天端 標高較差 -50 -150 

法面 
4 割＜勾配 

標高較差 -50 -170 

法面 
4 割≧ 勾配 
（小段含

む） 

標高較差 -60 -170 

   ※ただし、 

ここでの勾
配は、鉛直
方向の長さ 
１ に 対 す
る、水平方
向の長さＸ 
をＸ割と表
したもの 

   

   

   ２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mm が含まれている。 

   ３． 計測は天端面と法面（ 小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。 

   

   ４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。 

   

   ５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。 
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管
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－
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－
3
1
4
－
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定 項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

１ 

共
通
編 

２ 

土
工 

４ 

道
路
土
工 

２ １ 掘削工 
基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
ただし、「ＴＳ等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（ 土工編）
（案）」の規定により測点による管理
を行う場合は、設計図書の測点毎。基
準高は、道路中心線及び端部で測定。 

  

1-2-4-2 

    
法長 ℓ 

ℓ＜5ｍ －200  

ℓ≧5ｍ 法長－4％ 

幅      ｗ －100 

 
勾配 

Ｓ＜１割 ±0.5 分 
    

Ｓ≧１割 ±1.0 分 
２ 掘削工 

（面管理の場合） 
  平均値 個々の 

計測値 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編 多点計測技術（面管理
の場合）（案）」、「空中写真測量
（無人航空機）を用いた出来形管理要
領（土工編）（案）」、「無人航空機
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」、
「ＴＳ等光波方式を 用 い た 出 来 形 管 
理 要 領 （ 土 工編）（案）」、「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」、「地上
移動体搭載型レーザースキャナーを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」に基づき出来形管理を面管理
で実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合

  

 

  

 

平場 標高較差 ±50 ±150 

   法面 

（小段含
む） 

水平または 

標高較差 

±70 ±160 

法面 

（軟岩Ⅰ） 
（小段含

む） 

水平または 
標高較差 

±70 ±330 

       

   

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mm が含まれている。    

   ３． 計測は平場面と法面（ 小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／m2（平面投影面
積当たり）以上とする。 

   ４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm 以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。 

   

   ５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定 項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

１ 

共
通
編 

２ 

土
工 

４ 

道
路
土
工 

３ 
４ 

1 路体盛土工 
路床盛土工 

基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
ただし、「ＴＳ等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（ 土工編）
（案）」の規定により測点による管理
を行う場合は、設計図書の測点毎。基
準高は、道路中心線及び端部で測定。 

  

1-2-4-3 
1-2-4-4 

 
法長 ℓ 

ℓ＜5ｍ －100 

   ℓ≧5ｍ 法長－2％  

幅 ｗ1,ｗ2 －100 

 

勾配 
Ｓ＜１割 ±0.5 分 

    
Ｓ≧１割 ±1.0 分 

２ 路体盛土工 
路床盛土工 
（面管理の場合） 

  平均値 個々の 
計測値 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編 多点計測技術（面管理
の場合）（案）」、「空中写真測量
（無人航空機）を用いた出来形管理要
領（土工編）（案）」、「無人航空機
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」、
「ＴＳ等光波方式を 用 い た 出 来 形 管 
理 要 領 （ 土 工編）（案）」、「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」、「地上
移動体搭載型レーザースキャナーを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」または「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用
いた出来形管理要領（土工編）
（案）」に基づき出来形管理を面管理
で実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する

  
 

  

 

天端 標高較差 ±50 ±150 

法面 

（小段含
む） 

標高較差 ±80 ±190 

    

   

   ２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mm が含まれている。 

   

   ３． 計測は天端面と法面（ 小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。 

   

   ４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。 

   

   ５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。 

   

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
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Ⅰ
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

４  矢板工〔指定仮設・任 
意仮設は除く〕 
 
（鋼矢板） 
（軽量鋼矢板） 
（コンクリート矢板） 
（広幅鋼矢板） 
（可とう鋼矢板） 

基  準  高  ▽ ±50 基準高は施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍ
の場合は 50ｍ）につき１ヶ所、延長 40
ｍ（又は 50ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。 
変位は、施工延長 20ｍ（測点間隔 25ｍ 
の場合は 25ｍ）につき１ヶ所、延長 20
ｍ（又は 25ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。 

 

3-2-3-4 

根 入 長 設計値以上 

変 位  ℓ 100 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

５  縁石工 
 
（縁石・アスカーブ） 

延 長  Ｌ －200 １ヶ所／１施工箇所  3-2-3-5 

  ただし、「TS 等光波方式３次元計測技

術を用いた出来形管理要領（案）舗装

工事編 計測技術（断面管理の場合）

（案）」の規定により管理を行う場合

は、延長の変化点で測定。 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

６  小型標識工 設 置 高 さ Ｈ 設計値以上 １ヶ所／１基 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

AX1O 

3-2-3-6 

 
 

基礎 

幅ｗ（Ｄ） －30 基礎１基毎 

高 さ ｈ －30 

根入れ長 設計値以上 

  

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

７  防止柵工 
 
（立入防止柵） 

（ 転落（ 横断） 防止
柵） 
（車止めポスト） 

 
 

基礎 

幅 ｗ －30 
単独基礎 10 基につき１基、10 基以下の
ものは２基測定。測定箇所は１基につ
き１ヶ所測定。 

 
 

 
X1AO 

3-2-3-7 

高  さ  ｈ －30 

パイプ取付高 Ｈ 
＋30 
－20 

１ヶ所／１施工箇所 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

８ １ 路側防護柵工 
 
（ガードレール） 

 
 

基礎 

幅 ｗ －30 
１ヶ所／施工延長 40ｍ 

40ｍ以下のものは、２ヶ所／１施工箇
所。 

 

 
 
 

X1AO 

3-2-3-8 

高  さ  ｈ －30 

ビーム取付高 Ｈ 
＋30 
－20 

１ヶ所／１施工箇所 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

８ ２ 路側防護柵工 
 
（ガードケーブル） 

 
 
 

基礎 

幅 ｗ －30 
１ヶ所／１基礎毎 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3-2-3-8 
※ワイヤロー
プ式防護柵に
も適用する 

高  さ  ｈ －30 

延  長  Ｌ －100 

ケーブル取付高 Ｈ 
＋30 
－20 

１ヶ所／１施工箇所 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

18  沈床工 基  準  高  ▽ ±150 １組毎 

 

3-2-3-18 

幅 ｗ ±300 

延 長  Ｌ －200 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

19  捨石工 基  準  高  ▽ －100 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

3-2-3-19 

幅 ｗ －100 

  延 長  Ｌ －200   

      

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

22  階段工 幅 ｗ －30 １回／１施工箇所  3-2-3-22 

高 さ  ｈ －30 

長 さ  Ｌ －30 

段 数 ±0 段 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

24 １ 伸縮装置工 
据 付 け 高 さ ±3 高さについては車道端部及び中央部付

近の 3 点 
3-2-3-24 

（ゴムジョイント） 
表 面 の 凹 凸 3 

表面の凹凸は長手方向（ 橋軸直角方
向）に 3ｍの直線定規で測って凹凸が
3mm 以下 仕 上 げ 高 さ 舗装面に対し 

0～－2     
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

29 １ 側溝工   施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50 ｍ）につき１ヶ所、施工延長 40 ｍ
（又は 50ｍ）以下のものは１施工箇所
につき２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工事編 
計測技術（断面管理の場合）（案）」
の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる

 

3-2-3-29 

  （プレキャストＵ型側
溝） 

基  準  高  ▽ ±30  

  （Ｌ型側溝工）    

  （自由勾配側溝）    

  （管渠） 

延   長 L 

－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

１ヶ所／１施工箇所 
ただし、「TS 等光波方式３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工事編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」の規定により管理を行う場合
は、延長の変化点で測定。 

 

      

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

29 ２ 側溝工 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50 ｍ）につき１ヶ所、施工延長 40 ｍ
（又は 50ｍ）以下のものは１施工箇所
につき２ヶ所。 

 

3-2-3-29 

   
（場所打水路工） 

基  準  高  ▽ ±30  

     
厚 さ  ｔ1，ｔ2 

 
－20 

    
幅 ｗ 

 
－30 

  

    
高 さ  ｈ1，ｈ2 

 
－30 

  

延   長 L 

－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

１施工箇所毎 

勾    配 ±0.5 分 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

３ 

共
通
的
工
種 

29 ３ 側溝工 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所。 
延長 40ｍ（又は 50ｍ）以下のものは１
施工につき２ヶ所。 
「TS 等光波方式を用いた出来形管理要
領（舗装工事編）（案）」の規定によ
る測点の管理方法を用いることができ
る。 
 

 

3-2-3-29 

   
（暗渠工） 

基  準  高  ▽ ±30  

     
幅 ｗ1，ｗ2 

 
－50 

 
深 さ  ｈ 

 
－30 

 

延 長  Ｌ 

Ｌ＜20ｍ 

Ｌ≧20ｍ 

 

－50 

－100 

１施工箇所毎 
ただし、「TS 等光波方式３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工事編 計測技術（断面管理の場合）
（案）」の規定により管理を行う場合
は、延長の変化点で測定。 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

４ 

基
礎
工 

１  一般事項 
 
（切込砂利） 
（砕石基礎工） 
（割ぐり石基礎工） 
（均しコンクリート） 

幅 ｗ 設計値以上 
施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

3-2-4-1 

厚 さ  ｔ1 , ｔ2 －30 

延 長  Ｌ 各構造物の規格値
による 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

４ 

基
礎
工 

３ １ 基礎工（護岸） 
 
（現場打） 

基  準  高  ▽ ±30 
施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 

 

3-2-4-3 

幅 ｗ －30 

高 さ  ｈ －30 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200   

最小－50 

３ 

土  
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

４ 

基
礎
工 

３ ２ 基礎工（護岸） 
 

（プレキャスト） 
基  準  高  ▽ ±30 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 

 3-2-4-3 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200   

最小－50 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

４ 

基
礎
工 

９  鋼管矢板基礎工 
基  準  高  ▽ ±100 

基準高は、全数を測定。 
偏心量は、１基ごとに測定。 

 

 

3-2-4-9 

根 入 長 設計値以上 

偏  心  量  ｄ 300 以内 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

３ １ コンクリートブロック 
工 
 

（コンクリートブロッ
ク積） 
（コンクリートブロッ
ク張り） 

基  準  高  ▽ 

舗装面と接する場合 

 ±50    

±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ ヶ所。厚さは上端部及び下端部の２
ヶ所を測定。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
 

 

 

3-2-5-3 

 

 

法長 ℓ 

ℓ＜3ｍ －50 

ℓ≧3ｍ －100 

厚さ（ブロック積張） 
ｔ1 

－50 

厚さ（裏込）ｔ2 －50 

勾    配 ±0.5 分 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

３ ２ コンクリートブロック 
工 

 

（連節ブロック張り） 

基  準  高  ▽ ±50 
施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
 

 

 

3-2-5-3 

法 長  ℓ －100 

勾    配 ±0.5 分 

延 長 Ｌ1，Ｌ2 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

３ ３ コンクリートブロック 
工 

 

（天端保護ブロック） 

基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
 

 

3-2-5-3 

幅 ｗ －100 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

４  緑化ブロック工 基  準  高  ▽ 

舗装面と接する場合 

 ±50    

±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。厚さは上端部及び下端部の２
ヶ所を測定。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
 

 

3-2-5-4 

 

法長 ℓ 

ℓ＜3ｍ －50 

ℓ≧3ｍ －100 

厚さ（ブロック）ｔ1 －50 

厚さ（裏込）  ｔ2 －50 

勾    配 ±0.5 分 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

５ １ 石積（張）工 基  準  高  ▽ 

舗装面と接する場合 

 ±50    

±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。厚さは上端部及び下端部の２
ヶ所を測定。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
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法長 ℓ 

ℓ＜3ｍ －50 

ℓ≧3ｍ －100 

厚さ（石積・張）ｔ1 －50 

厚さ（裏込） ｔ2 －50 

勾    配 ±0.5 分 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 
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摘  要 

 10 個の測定値 

個々の測定値 
（Ｘ） 

の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平 

 均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ ２ アスファルト舗装工 １．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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（下層路盤工） 
基準高▽ ±40 ±50 ― ―  

  （面管理の場合） 厚さあるい
は標高較差 

±90 ±90 
＋40 
－15 

＋50 
－15 
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摘  要 

 10 個の測定値 

個々の測定値 
（Ｘ） 

の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平 

 均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ ４ アスファルト舗装工 
 

（上層路盤工） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 

 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。 

 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 

 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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粒度調整路盤工   

（面管理の場合） 
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摘  要 

 10 個の測定値 

個々の測定値 
（Ｘ） 

の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平 

 均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ ６ アスファルト舗装工 
 

（上層路盤工） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 

 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。 

 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 

 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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セメント（石灰）   
安定処理工 
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摘  要 

 10 個の測定値 

個々の測定値 
（Ｘ） 

の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平 

 均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ ８ アスファルト舗装工 
 

（ 加熱アスファルト 

厚さあるい
は標高較差 

-37 -46 -5 -7 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 

 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。 

 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 

 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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安定処理工）   

（面管理の場合） 
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摘  要 

 

 

個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ 10 アスファルト舗装工 
 

（基層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-20 -26 -3 -4 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。 
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摘  要 

 

 

個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

７ 12 アスファルト舗装工 
 

（表層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-17 -20 -2 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 
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横断勾配 ±1.0％  

 

 

 

 

 

平 坦 性 
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3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ 

(σ)2.4mm 以
下直読式(足付 
き) 
(σ)1.75mm
以下 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ １ 半たわみ性舗装工 
 

（下層路盤工） 

基準高▽ ±40 ±50 ― ― 
基準高、幅は延長 40 ｍ毎に１ヶ所の割
とし、道路中心線及び端部で測定。
（最少 2 ヶ所） 

厚さは各車線 200ｍ毎に１ヶ所（最少３
ヶ所）を掘り起こして測定。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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厚 さ －45 －45 －15 －15 

幅 －50 －50 ― ― 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ２ 半たわみ性舗装工 
 

（下層路盤工） 

 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±40 ±50 ― ― 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 

 

3-2-6-8 

厚さあるい
は標高較差 

±90 ±90 
＋40 
－15 

＋50 
－15 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ３ 半たわみ性舗装工 
 

（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 

厚 さ －25 －30 －8 －10 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所道路中心
線・端部で測定。（最少２ヶ所） 

厚さは、各車線 200ｍ毎に１ヶ所（最少
３ヶ所）を掘り起こして測定。 

ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
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幅 －50 －50 ― ― 
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 10 個の測定値 

個々の測定値 
（Ｘ） 

の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平 

 均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ４ 半たわみ性舗装工 
 

（上層路盤工） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。２．個々
の計測値の規格値には計測精度として
±10mm が含まれている。 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 

 

3-2-6-8 

粒度調整路盤工   

（面管理の場合） 
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木
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事
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通
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一
般
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工 

６ 

一
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舗
装
工 

８ ５ 半たわみ性舗装工 幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取もしくは掘り起
こして測定。ただし最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 
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（上層路盤工） 厚 さ －25 －30 －8 －10 

セメント（ 石灰）安 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ６ 半たわみ性舗装工 
（上層路盤工） 
 

セメント（ 石灰）安
定処理工 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 
維持工事においては、平坦性の項

目を省略することが出来る。 

3-2-6-8 
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８ ７ 半たわみ性舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 

厚 さ －15 －20 －5 －7 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。ただ
し最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ８ 半たわみ性舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-37 -46 -5 -7 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-8 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ ９ 半たわみ性舗装工 
 

（基層工） 

厚 さ －9 －12 －3 －4 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。ただ
し最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ 10 半たわみ性舗装工 
 

（基層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-20 -26 -3 -4 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 
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８ 11 半たわみ性舗装工 
 

（表層工） 

厚 さ －7 －9 －2 －3 
幅と横断勾配は、延長 40ｍ毎に１ヶ所
の割とし（最少２ヶ所）、厚さは、
1000 ㎡毎に１個の割でコアーを採取し
て測定。ただし最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

８ 12 半たわみ性舗装工 
 

（表層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-17 -20 -2 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-8 

 

 

 

平 坦 性 

 

 

 

― 

3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ 

(σ)2.4mm 以
下直読式(足付 
き) 
(σ)1.75mm
以下 

横断勾配 ±1.0％ 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ １ 排水性舗装工 
 

（下層路盤工） 

基準高▽ ±40 ±50 ― ― 
基準高は延長 40 ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。（最
少２ヶ所） 

厚さは各車線 200ｍ毎に１ヶ所を掘り起
こして測定。（最少３ヶ所） 
幅は、延長 40 ｍ毎に１ヶ所の割に測
定。（最少２ヶ所） 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

厚 さ －45 －45 －15 －15 

幅 －50 －50 ― ― 
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摘  要 

 

 

個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ２ 排水性舗装工 
 

（下層路盤工） 

 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±40 ±50 ― ― 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

厚さあるい
は標高較差 

±90 ±90 
＋40 
－15 

＋50 
－15 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ３ 排水性舗装工 
 

（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 

厚 さ －25 －30 －8 －10 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし、
道路中心線・端部で測定。（最少２ヶ
所） 

厚さは、各車線 200ｍ毎に１ヶ所（最少
３ヶ所）を掘り起こして測定。 

ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

幅 －50 －50 ― ― 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ４ 排水性舗装工 
 

（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ５ 排水性舗装工 
 

（上層路盤工） 

セメント（ 石灰）安
定処理工 

厚 さ －25 －30 －8 －10 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取もしくは掘り起
こして測定。ただし最少３個 

ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-9 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ６ 排水性舗装工 
 

（上層路盤工） 

セメント（ 石灰）安
定処理工 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-55 -64 -8 -10 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
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一
般
舗
装
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９ ７ 排水性舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 

厚 さ －15 －20 －5 －7 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。 

ただし最少３個 

ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-9 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ ８ 排水性舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-37 -46 -5 -7 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
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一
般
施
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６ 

一
般
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装
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９ ９ 排水性舗装工 
 

（基層工） 

厚 さ －9 －12 －3 －4 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。ただ
し最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-9 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 
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一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ 10 排水性舗装工 
 

（基層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-20 -26 -3 -4 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 
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工
事
共
通
編 
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一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ 11 排水性舗装工 
 

（表層工） 

厚 さ －7 －9 －2 －3 
幅と横断勾配は、延長 40ｍ毎に１ヶ所
の割とし（最少２ヶ所）、厚さは、
1000 ㎡毎に１個の割でコアーを採取し
て測定。ただし最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 
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幅 －25 －25 ― ― 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

９ 12 排水性舗装工 
 

（表層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-17 -20 -2 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
 

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
 

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
 

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-9 
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(σ)1.75mm
以下 

横断勾配 ±1.0％ 
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測 定 箇 所 

 

 

 

 

摘  要 
個々の測定値 

（Ｘ） 
測定値の平均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

10 １ 透水性舗装工 
 

（路盤工） 

基準高▽ ±50 ― 
基準高、幅は片側延長 40m 毎に１ヶ所
の割で測定。（最少 2 ヶ所） 

厚さは、片側延長 200m 毎に１ヶ所（最
少３ヶ所）を掘り起こして測定。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

 

※歩道舗装に適用する。 
 

 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項 
目を省略することが出来る。 

3-2-6-10 

 

 

厚  さ 

ｔ＜ 
15cm 

－30 －10 

ｔ≧ 
15cm 

－45 －15 

幅 －100 ― 
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土
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工
事
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６ 

一
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舗
装
工 

10 ２ 透水性舗装工 
 

（路盤工） 

 

（面管理の場合） 

基準高▽ ±50 ― 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 
 

※歩道舗装に適用する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。 

3-2-6-10 
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摘  要 
個々の測定値 

（Ｘ） 
測定値の平均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 
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土
木
工
事
共
通
編 
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一
般
施
工 

６ 

一
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装
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10 ３ 透水性舗装工 
 

（表層工） 

厚さ －9 －3 
幅は、片側延長 40m 毎に１ヶ所の割で
測定。 

厚さは、片側延長 200m 毎に１ヶ所コア
ーを採取して測定。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

 

※歩道舗装に適用する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-10 

幅 －25 ― 

横断勾配 ±1.0％ 
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10 ４ 透水性舗装工 
 

（表層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-20 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 
 

※歩道舗装に適用する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-10 

横断勾配 ±1.0％ 
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摘  要 

 

 

個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合 

は測定値の平
均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

11 １ グースアスファルト 
舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 

厚 さ －15 －20 －5 －7 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少 2 ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。ただ
し最少３個 

ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 
コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

 
維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-11 

幅 －50 －50 ― ― 
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事
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工 

11 ２ グースアスファルト 
舗装工 
 

（ 加熱アスファルト
安定処理工） 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-36 -45 -5 -7 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-11 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

11 ３ グースアスファルト 
舗装工 

 

（基層工） 

厚 さ －9 －12 －3 －4 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1000 ㎡に１
個の割でコアーを採取して測定。ただ
し最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-11 

幅 －25 －25 ― ― 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

11 ４ グースアスファルト 
舗装工 

 

（基層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-20 -25 -3 -4 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

11 ５ グースアスファルト 
舗装工 

 

（表層工） 

厚 さ －7 －9 －2 －3 
幅と横断勾配は、延長 40ｍ毎に１ヶ所
の割とし（最少２ヶ所）、厚さは、
1000 ㎡毎に１個の割でコアーを採取し
て測定。ただし、最少３個 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

 
 

コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 
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幅 －25 －25 ― ― 

 

 

 

 

 

平 坦 性 

 

 

 

 

 

― 

3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ 

(σ)2.4mm 以
下直読式(足付 
き) 
(σ)1.75mm
以下 

横断勾配 ±1.0％ 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

11 ６ グースアスファルト 
舗装工 

 

（表層工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい
は標高較差 

-17 -20 -2 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-11 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 １ コンクリート舗装工 
 

（下層路盤工） 

基準高▽ ±40 ±50 ― 
基準高は延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、道路中心線および端
部で測定。厚さは各車線 200ｍ毎に１
ヶ所を掘り起こして測定（最少３ヶ
所）。幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割
に測定（最少２ヶ所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは
基層および表層用混合物の総使用量
が、500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
厚さは、個々の測定値が 10 個に 9

個以上の割合で規格値を満足しなけ
ればならないとともに、10 個の測定
値の平均値（Ｘ10）について満足しな
ければならない。ただし、厚さのデ
ータ数が 10 個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。 
 

3-2-6-12 

厚 さ －45 －15 

幅 －50 ― 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 ２ コンクリート舗装工 
 

（下層路盤工） 
 
（面管理の場合） 

基準高▽ ±90 

 
±90 

+40 

-15 

+50 

-15 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。 

 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは
基層および表層用混合物の総使用量
が、500ｔ以上の場合が該当する。 

小規模工事とは、中規模以上の工
事より規模が小さいもの。 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測定項目 

規  格  値 

測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平均 

中規模

以上 
小規模

以下 
中規模

以上 
小規模

以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 ３ コンクリート舗装工 
 

（粒度調整路盤工） 

厚 さ －25 －30 －8 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、各車線 200
ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定（最
少３か所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは
基層および表層用混合物の総使用量
が、500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいもの。 
厚さは、個々の測定値が 10 個に 9

個以上の割合で規格値を満足しなけ
ればならないとともに、10 個の測定
値の平均値（Ｘ10）について満足しな
ければならない。ただし、厚さのデ
ータ数が 10 個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。 
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幅 －50 ― 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 ４ コンクリート舗装工 
 

（粒度調整路盤工） 
 
（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは
基層および表層用混合物の総使用量
が、500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 ５ コンクリート舗装工 
 

（ セメント（石灰・
瀝青）安定処理工） 

厚 さ －25 －30 －8 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし
（最少２ヶ所）、厚さは、1,000 ㎡に１
個の割でコアーを採取もしくは掘り起
こして測定（最少３ヶ所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長 40m 以下の間隔で測定することが
できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
厚さは、個々の測定値が 10 個に 9 個

以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10 個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10 個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 
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幅 －50 ― 

  

土
木
工
事
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２
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施
工 

６
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装
工 

12 ６ コンクリート舗装工 
 

（ セメント（石灰・
瀝青）安定処理工） 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 
-55 -66 -8 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測定項目 

規  格  値 

測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平均 

中規模

以上 
小規模

以下 
中規模

以上 
小規模以

下 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
施
舗
装
工 

12 ７ コンクリート舗装工 
 

（ アスファルト中間
層） 

 

厚さ -9 -12 -3 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし

（最少２ヶ所）、厚さは、1,000 ㎡に１

個の割でコアーを採取して測定（最少

３個）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず

延長 40m 以下の間隔で測定することが

できる。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 
厚さは、個々の測定値が 10 個に 9 個

以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10 個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10 個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 
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幅 -25 － 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 ８ コンクリート舗装工 
 

（ アスファルト中間
層） 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 -20 -27 -3 

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 ９ コンクリート舗装工 
 

（ コンクリート舗装
版工） 

厚 さ －10 －3.5 
厚さは各車線の中心付近で型枠据付後各
車線 200ｍ毎（200ｍ以下は３ヶ所）に水
糸又はレベルにより１測線当たり横断方
向に３ヶ所以上測定、幅と横断勾配は、
延長 40ｍ毎に１ヶ所の割で測定（最少２
ヶ所）。 
平坦性は各車線毎に版縁から１ｍの線

上、全延長とする。なお、スリップフォ

ーム工法の場合は、厚さ管理に関し、打

設前に各車線の中心付近で各車線 200ｍ

毎に水糸又はレベルにより１測線当たり

横断方向に３ヶ所以上路盤の基準高を測

定し、測定打設後に各車線 200ｍ毎に両

側の版端を測定する。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず延

長 40m 以下の間隔で測定することができ

る。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に９ 
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10 個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が 10 個未満の場合は測定値の平均値は
適用しない。 
 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 
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幅 －25 ― 

横断勾配 ±1.0％  

 

 

 

 

 

 

 

平 坦 性 

 

 

 

 

 

 

 

― 

コンクリート 
の硬化後 

3mプロフィル
メータ－によ
り機械舗設の
場合 
(σ)2.4mm 以下
人力舗設の場
合 
(σ)3mm 以下 

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線及
び端部で測定。 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 10 コンクリート舗装工 
 

（ コンクリート舗装

版工） 
 
（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 
-22 -3.5 

１．３次元データによる出来形管理にお
いて「地上型レーザースキャナー３次元
計測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工事編 多点計測技術（面管理の場
合）（案）」、「地上移動体搭載型レー
ザースキャナーを用いた出来形管理要領
（案）」または「ＴＳ（ノンプリズム方
式」を用いた出来形管理要領（舗装工事
編）（案）」に基づき出来形管理を実施
する場合、その他本基準に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精度
として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、全
ての点で標高値を算出する。計測密度は
１点／m2（平面投影面積当たり） 以上
とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層の
標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場合
は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較
差平均値＋設計厚さから求まる高さとの
差とする。この場合、基準高の評価は省
略する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
 

維持工事においては、平坦性の項目

を省略することが出来る。 

3-2-6-12 

平 坦 性 ― 

3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ
ｰ(σ)2.4mm
以下直読式
（足付き） 

(σ)1.75mm 以下 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 11 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
下層路盤工 

基準高▽ ±40 ±50 ― 
基準高は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし

（最少２ヶ所）、道路中心線及び端部で

測定。厚さは、各車線 200ｍ毎に１ヶ所

を掘り起こして測定（最少３ヶ所）。幅

は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割に測定（最

少２ヶ所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず延

長 40m 以下の間隔で測定することができ

る。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に９ 
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10 個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が 10 個未満の場合は測定値の平均値は
適用しない。 
 

維持工事においては、平坦性の項目を

省略することが出来る。 

3-2-6-12 

厚 さ －45 －15 

幅 －50 ― 
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12 12 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
下層路盤工 
 
（面管理の場合） 

 

基準高▽ ±90 ±90 +40 

-15 
+50 

-15 
１．３次元データによる出来形管理にお
いて「地上型レーザースキャナー３次元
計測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工事編 多点計測技術（面管理の場
合）（案）」、「地上移動体搭載型レー
ザースキャナーを用いた出来形管理要領
（案）」または「ＴＳ（ノンプリズム方
式」を用いた出来形管理要領（舗装工事
編）（案）」に基づき出来形管理を実施
する場合、その他本基準に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、全
ての点で標高値を算出する。計測密度は
１点／m2（平面投影面積当たり） 以上
とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層の
標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場合
は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較
差平均値＋設計厚さから求まる高さとの
差とする。この場合、基準高の評価は省
略する。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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厚さあるい

は標高較差 ±90 ±90 +40 

-15 
+50 

-15 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測定項目 

規  格  値 

測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 
個々の測定値 

（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合

は測定値の平均 

中規模

以上 
小規模

以下 
中規模以

上 
小規模

以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 13 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
粒度調整路盤工 

厚 さ －25 －30 －8 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし（最

少２ヶ所）、厚さは、各車線 200ｍ毎に

１ヶ所を掘り起こして測定（最少３ヶ

所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず延

長 40m 以下の間隔で測定することができ

る。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に９ 
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10 個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が 10 個未満の場合は測定値の平均値は
適用しない。 
 

維持工事においては、平坦性の項目を

省略することが出来る。 

3-2-6-12 

幅 －50 ― 
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12 14 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
粒度調整路盤工 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 -55 -66 -8 
１．３次元データによる出来形管理にお
いて「地上型レーザースキャナー３次元
計測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工事編 多点計測技術（面管理の場
合）（案）」、「地上移動体搭載型レー
ザースキャナーを用いた出来形管理要領
（案）」または「ＴＳ（ノンプリズム方
式」を用いた出来形管理要領（舗装工事
編）（案）」に基づき出来形管理を実施
する場合、その他本基準に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、全
ての点で標高値を算出する。計測密度は
１点／m2（平面投影面積当たり） 以上
とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層の
標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場合
は、直下層の目標高さ＋直下層の標高較
差平均値＋設計厚さから求まる高さとの
差とする。この場合、基準高の評価は省
略する。 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたりの
施工面積が 2,000m2 以上あるいは基層
および表層用混合物の総使用量が、500
ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
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12 15 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
セメント（ 石灰・瀝
青）安定処理工 

厚 さ －25 －30 －8 
幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし

（最少２ヶ所）、厚さは、1,000 ㎡に１

個の割でコアーを採取もしくは、掘り

起こして測定（最少３ヶ所）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず

延長 40m 以下の間隔で測定することが

できる。 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に９ 
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10 個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が 10 個未満の場合は測定値の平均値
は適用しない。コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。 

3-2-6-12 

幅 －50 ― 
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12 16 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
セメント（ 石灰・瀝
青）安定処理工 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 -55 -66 -8 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

６ 

一
般
舗
装
工 

12 17 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
アスファルト中間層 

厚 さ －9 －12 －3 
 幅は、延長 40ｍ毎に１ヶ所の割とし

（最少２ヶ所）、厚さは、1,000 ㎡に１

個の割でコアーを採取して測定（最少

３個）。 
ただし、幅は設計図書の測点によらず

延長 40m 以下の間隔で測定することが

できる。 
 
 

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ
り規模が小さいもの。 

厚さは、個々の測定値が 10 個に９ 
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10 個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が 10 個未満の場合は測定値の平均値
は適用しない。コアー採取について 

橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。 

維持工事においては、平坦性の項目を

省略することが出来る。 

3-2-6-12 

幅 －25 ― 
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12 18 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
アスファルト中間層 
 
（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 -20 -27 -3 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案）」、「地上移動体
搭載型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（案）」または「ＴＳ
（ノンプリズム方式」を用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」に基
づき出来形管理を実施する場合、その
他本基準に規定する計測精度・計測密
度を満たす計測方法により出来形管理
を実施する場合に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 
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個々の測定値 
（Ｘ） 

10 個の測定値
の平均(X10) 

*面管理の場合
は測定値の平

均 

中規模
以上 

小規模
以下 

中規模
以上 

小規模
以下 
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12 20 コンクリート舗装工 
 

（ 転圧コンクリート
版工） 
 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 -32 -4.5 
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「地上型レーザースキャナー３
次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合） 
（案）」、「地上移動体搭載型レーザ
ースキャナーを用いた出来形管理要領
（案）」または「ＴＳ（ノンプリズム
方式」を用いた出来形管理要領（舗装
工事編）（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。 
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mm が含まれている。 
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり） 
以上とする。 
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。 
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の

工事規模の考え方 

中規模以上の工事とは、１層あたり
の施工面積が 2,000m2 以上あるいは基
層および表層用混合物の総使用量が、
500ｔ以上の場合が該当する。 
小規模工事とは、中規模以上の工事よ

り規模が小さいもの。 

3-2-6-12 

平坦性 ― 

3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ
ｰ(σ)2.4mm
以下直読式
（足付き） 

(σ)1.75mm 以下 

  

目地段差 ±2 
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。 
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測 定 箇 所 

 

 

摘  要 
個々の測定値 

（Ｘ） 
平均の測定値

(X10) 
*面管理の場合

は測定値の平

均 
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17 ２ オーバーレイ工 

 

（面管理の場合） 

厚さあるい

は標高較差 
-20 -3 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「地上型レーザースキャナー３

次元計測技術を用いた出来形管理要領

（案）舗装工事編 多点計測技術（面

管理の場合）（案）」、「地上移動体

搭載型レーザースキャナーを用いた出

来形管理要領（舗装工事編）（案）」

または「ＴＳ（ノンプリズム方式）を

用いた出来形管理要領（舗装工事編）

（案）」に基づき出来形管理を実施す

る場合、その他本基準に規定する計測

精度・計測密度を満たす計測方法によ

り出来形管理を実施する場合に適用す

る。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±4mm が含まれている。 

 

３．計測は設計幅員の内側全面とし、

全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）

以上とする。 

 

４．厚さは、施工前の標高値とオーバ

ーレイ後の標高値との差で算出する。 

 

５．厚さを標高較差として評価する場

合は、オーバーレイ後の目標高さとオ

ーバーレイ後の標高値との差で算出す

る。 

 3-2-6-17 

 

 

平  坦  性 － 

3m ﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ

(σ)2.4mm 以下

直読式（足付

き） 

(σ)1.75mm 以下 
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編 
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一
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施
工 

７ 

地
盤
改
良
工 

２  路床安定処理工 
基  準  高  ▽ ±50 

延長 40ｍにつき１ヶ所、延長 40ｍ以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。 

基準高は、道路中心線及び端部で測
定。 
厚さは中心線及び端部で測定。 
「施工履歴データ３次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）表層安定処
理等・固結工（中層地盤改良工事混合
処理）編）（案）」による管理の場合
は、全体改良範囲図を用いて、施工厚
さｔ、天端幅ｗ、天端延長 L を確認
（実測は不要）。 
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3-2-7-2 

施工厚さ ｔ －50 

幅 ｗ －100 

延 長  Ｌ －200 
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地
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改
良
工 

３  置換工 
基  準  高  ▽ ±50 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50 ｍ） につき１ヶ所、延長 40ｍ（ 50
ｍ） 以下のものは１施工箇所につき２
ヶ所。 
厚さは中心線及び端部で測定。 
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置換厚さ ｔ －50 

幅 ｗ －100 

延 長  Ｌ －200 
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380 
３ 

土
木
工
事
共
通
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一
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盤
改
良
工 

４ １ 表層安定処理工 
 

（サンドマット海上） 

 

基  準  高  ▽ 

 

特記仕様書に明示 

施工延長 10ｍにつき、１測点当たり５
点以上測定。 

 

3-2-7-4 

 

法 長  ℓ 

 

－500 

 

天  端  幅  ｗ 

 

－300 

ｗ．（Ｌ）は施工延長 40ｍにつき１ヶ
所、延長 40ｍ以下のものは１施工箇所
につき２ヶ所。80ｍ以下のものは１施
工箇所につき３ヶ所。 
（Ｌ）はセンターライン及び表裏法肩
で行う。 

 

天端延長 Ｌ 

 

－500 
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４ ２ 表層安定処理工 

 

（ICT 施工の場合） 

基準高 ▽ 特記仕様書に明示 
施工延長 10m につき、１測点当たり５
点以上測定 

 3-2-7-4 

法 長 ℓ -500 

天端幅 ｗ -300 
「施工履歴データ３次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）表層安定処
理等・固結工（中層地盤改良工事混合
処理）編）（案）」に記載の全体改良
平面図を用いて、天端幅ｗ、天端延長 L
を確認（実測は不要）。 

 

天端延長 L -500 
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施
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地
盤
改
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工 

５  パイルネット工 
基  準  高  ▽ ±50 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所。 

厚さは中心線及び両端で掘り起こして
測定。 
杭については、当該杭の項目に準ず
る。 
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厚   さ  ｔ －50 
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９ ３ 固結工 

（中層混合処理） 
基 準 高  ▽ 設計値以上 

1,000m3～4,000m3 につき１ケ所、又は

施工延長 40m（測点間隔 25m の場合は

50m）につき１ケ所。 

1,000m3 以下、又は施工延長 40m(50m)

以下のものは 1 施工箇所につき２ケ

所。 

施工厚さは施工時の改良深度確認を出

来形とする。 

「施工履歴データ３次元計測技術を用

いた出来形管理要領（案）表層安定処

理等・固結工（中層地盤改良工事混合

処理）編）（案）」による管理の場合

は、全体改良範囲図を用いて、施工厚

さｔ、幅ｗ、延長 L を確認（実測は不

要）。 

 

3-2-7-9 

施 工 厚 さ ｔ 設計値以上 

幅      ｗ 設計値以上 

延   長  L 設計値以上 
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13 

橋
梁
架
設
工 

  架設工（コンクリート 
橋） 

 

（クレーン架設） 
（架設桁架設） 

 

架設工支保工 
（固定） 
（移動） 

 

架設桁架設 
（片持架設） 
（押出し架設） 

 

全  長・支  間 

 

― 

各桁毎に全数測定。  3-2-13 

 

桁の中心間距離 

 

― 

一連毎の両端及び支間中央について各
上下間を測定。 

 

そ り 

 

― 

主桁を全数測定。 

   

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 

法
面
工 

 

共
通 

２ １ 植生工 
 

（種子散布工） 
（張芝工） 
（筋芝工） 
（市松芝工） 
（植生シート工） 
（植生マット工） 
（植生筋工） 
（人工張芝工） 
（植生穴工） 

切
土
法
長
ℓ 

ℓ＜5ｍ －200 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 

 

 

 

3-2-14-2 

 
 

ℓ≧5ｍ 法長の－4％ 

盛
土
法
長
ℓ 

ℓ＜5ｍ －100 

ℓ≧5ｍ 法長の－2％ 

延 長  Ｌ －200 
１施工箇所毎 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 
 

 

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

8
4
 

－
3
9
7
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 

法
面
工 

 

共
通 

２ ２ 植生工 
 

（植生基材吹付工） 
（客土吹付工） 

法
長
ℓ 

 

ℓ＜5ｍ 
 

－200 
 
施工延長 40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 

  
3-2-14-2 

 

ℓ≧5ｍ 
 

法長の－4％ 

   

 

 

 

 

 

厚
さ
ｔ 

 

ｔ＜5cm 
 

－10 
施工面積 200 ㎡につき１ヶ所、面積 200
㎡以下のものは、１ 施工箇所につき２
ヶ所。 
検査孔により測定。 

 

ｔ≧5cm 
 

－20 

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の 50％以上と
し、平均厚は設計厚以上。 

延 長  Ｌ －200 

１施工箇所毎 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 

  

  

Ⅰ
－

8
4
－

１
 

－
3
9
7
-
1
－
 



単位：mm 
 

 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 

法
面
工 

 

共
通 

３  吹付工 
 

（コンクリート） 
（モルタル） 

 

 

 

法
長
ℓ 

 

ℓ＜3ｍ 

 

－50 

施工延長 40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。  
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 

 3-2-14-3 

 

ℓ≧3ｍ 

 

－100 

 

 

 

 

 

 

 

厚
さ
ｔ 

 

ｔ＜5cm 

 

－10 

200 ㎡につき１ヶ所以上、200 ㎡以下は
２ヶ所をせん孔により測定。 

 

ｔ≧5cm 

 

－20 

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の 50％以上と
し、平均厚は設計厚以上 

 

延 長  Ｌ 

 

－200 

１施工箇所毎 
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「TS 等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）法
面土工編）（案）」、「TS（ノンプ
リ）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」、「RTK－GNSS を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。このほか、「地
上型レーザースキャナーを用いた出来
形管理要領（土工編）（案）」、「地
上移動体搭載型レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」で規定する出来形計測性能を
有する機器を用いることができる。 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 
法
面 
工 
 

共 
通 

４ １ 法枠工  

 

法
長
ℓ 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
計測手法については、従来管理のほか 

に「３次元計測技術を用いた出来形計 

測要領（案）法面工編」で規定する出

来形計測 
性能を有する機器を用いることが出来  

3-2-14-4 

   

（現場打法枠工） 
ℓ＜10ｍ －100 曲線部は設計

図書による 

  （現場吹付法枠工）  
 

ℓ≧10ｍ 

 

－200 

     

幅 ｗ 

 

－30 

枠延延長 100ｍにつき１ヶ所、枠延延長
100ｍ以下のものは１施工箇所につき２
ヶ所。 
計測手法については、従来管理のほか 
に「３次元計測技術を用いた出来形計 
測要領（案）法面工編」で規定する出
来形計測 
性能を有する機器を用いることが出来 
る。 

 

     

高 さ  ｈ 

 

－30 
 

     

枠中心間隔 ａ 

 

±100 
 

 

延 長  Ｌ 

 

－200 

１施工箇所毎 
計測手法については、従来管理のほか 
に「３次元計測技術を用いた出来形計 
測要領（案）法面工編」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 
法
面 
工 
 

共 
通 

４ ２ 法枠工  

 

法
長
ℓ 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 3-2-14-4 

  （ プレキャスト法枠
工） 

ℓ＜10ｍ －100  

    
 

ℓ≧10ｍ 

 

－200      

     
     

延 長  Ｌ 

 

－200 

１施工箇所毎  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

14 
法
面 
工 
 

共 
通 

６  アンカー工 全数 3-2-14-6 

  削孔深さ ℓ 設計値以上 ※鉄筋挿入工

にも適用する 
   

 

配置誤差 ｄ 
 

100 
   

   
    

せん孔方向  θ 
 

±2.5 度 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

15 

擁
壁
工 

 

共
通 

３  補強土壁工 
 

（補強土（テールアル
メ）壁工法） 
（多数アンカー式補強
土工法） 
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法） 

 

基  準  高  ▽ 
±50 

ただし舗装面と接

する場合±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 3-2-15-3 

 

 

高
さ
ｈ 

 

ｈ＜3ｍ 

 

－50 

 

ｈ≧3ｍ 

 

－100 

 

鉛  直  度  △ 
±0.03ｈかつ 
±300 以内 

 

控  え  長  さ 

（補強材の設計） 

 

設計値以上 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

１施工箇所毎 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

15 

擁
壁
工 

 

共
通 

４  井桁ブロック工  

基  準  高  ▽ 
±50 

ただし舗装面と接

する場合±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

3-2-15-4 

 

 

法
長
ℓ 

 

ℓ＜３ｍ 

 

－50 

 

ℓ≧３ｍ 

 

－100 

 

厚さｔ1，ｔ2，ｔ3 

 

－50 

延 長  Ｌ1，Ｌ2 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

１施工箇所毎 

勾    配 ±0.5 分 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

16 

浚
渫
工 

 

共
通 

３ １ 浚渫船運転工 
 

（ポンプ浚渫船） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基
準
高 
▽ 

 

 

 

 

電
気
船 

 

200ps 
 

－800～＋200 
延長方向は、設計図書により指定され
た測点毎。 
横断方向は、５ｍ毎。 

また、斜面は法尻、法肩とし必要に応
じ中間点も加える。ただし、各測定値
の平均値の設計基準高以下であるこ
と。 

 

3-2-16-3 

 

500ps 
 

－1000～＋200 

 

1000ps 
 

－1200～＋200 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
船 

 

250ps 
 

－800～＋200 

420ps 
600ps 

 

－1000～＋200 

 

1350ps 
 

－1200～＋200 

 

幅 
 

－200 

 

延 長 
 

－200 

  

３ 

土
木
工
事
共
通
編 

２ 

一
般
施
工 

16 

浚
渫
工 

 

共
通 

３ ２ 浚渫船運転工 
 

（グラブ船） 
（バックホウ浚渫船） 

 

基  準  高  ▽ 
 

＋200 以下 
延長方向は、設計図書により指定され
た測点毎。 
横断方向は、５ｍ毎。 

また、斜面は法尻、法肩とし必要に応
じ中間点も加える。ただし、各測定値
の平均値の設計基準高以下であるこ
と。 

3-2-16-3 

 

幅 
 

－200 

 

延 長 
 

－200 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

16 

浚 

渫 

工 

 

共 

通 

３ ３ 浚渫船運転工 
 

（グラブ船） 

（バックホウ浚渫船） 
 
（面管理の場合） 

 平均値 
個々の計

測値 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「音響測深機器３次元計測技術

を用いた出来形管理要領（案）河川浚

渫工事編）（案）」、「施工履歴デー

タを用いた出来形管理要領（河川浚

渫）（案）」に基づき出来形管理を面

管理で実施する場合、その他本基準に

規定する計測精度・計測密度を満たす

計測方法により出来形管理を実施する

場合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±100mm が含まれている。 

３．計測は平場面と法面（小段を含

む）の全面とし、全ての点で設計面と

の標高較差を算出する。計測密度は１

点／m2（平面投影面積当たり）以上と

 3-2-16-3 

標高較差 ±0 以下 
＋400 

以下 
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編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

６ 

河
川
編 

１ 

築
堤 

・
護
岸 

７ 

法
覆
護
岸
工 

４  護岸付属物工 
幅 ｗ －30 

各格子間の中央部１ヶ所を測定。 
「３次元計測技術をを用いた出来形管

理要領（案）護岸工事編」の規定によ

る測点の管理方法を用いることができ

る。 
 

 6-1-7-4 

高 さ  ｈ －30 

  

６ 

河
川
編 

１ 

築
堤 
・
護
岸 

10 

水
制
工 

８  杭出し水制工 
基  準  高  ▽ ±50 

１組毎  6-1-10-8 

幅 ｗ ±300 

方 向 ±7° 

延 長  Ｌ －200 

  

６ 

河
川
編 

１ 

築
堤 
・
護
岸 

光
ケ
ー
ブ
ル
配
管
工 

３  配管工 
埋  設  深  ｔ 0～＋50 

接続部（地上機器部）間毎に１ヶ所。 

 

6-1-13-3 

延 長  L －200 
接続部（地上機器部）間毎で全数。 
【管路センターで測定】 
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単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

５ 

護
岸
基
礎
工 

５  場所打コンクリート工 
基  準  高  ▽ ±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

7-1-5-5 

幅 ｗ －30 

高 さ  ｈ －30 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

法勾配の開き ±0.5 分 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

５ 

護
岸
基
礎
工 

６  海岸コンクリートブ 
ロック工 基  準  高  ▽ ±50 

ブロック個数 40 個につき１ヶ所の割で
測定。基準高、延長は施工延長 40 ｍ
（測点間隔 25ｍの場合は 50ｍ）につき
１ヶ所、延長 40ｍ（又は 50ｍ）以下の
ものは１施工箇所につき２ヶ所。 

 7-1-5-6 

ブロック厚  ｔ －20 

ブロック縦幅ｗ1 －20 

ブロック横幅ｗ2 －20 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

法勾配の開き ±0.5 分 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

６ 

護
岸
工 

４  海岸コンクリートブ 
ロック工 基  準  高  ▽ ±50 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 

 7-1-6-4 

 

 

法長 ℓ 

ℓ＜5ｍ －100 

ℓ≧5ｍ ℓ×（－2％） 

厚 さ  ｔ －50 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

法勾配の開き ±0.5 分 

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

9
7
 

－
4
1
0
－

 



単位：mm 
 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

  

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

６ 

護
岸
工 

５  コンクリート被覆工 
基  準  高  ▽ 

±50 

ただし舗装面と接
する場合±30 

施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
「TS 等光波方式３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）護岸工事編）
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。 
 

 

7-1-6-5 

 

法長 ℓ 

ℓ＜3ｍ －50 

ℓ≧3ｍ －100 

 

厚さｔ 

ｔ＜100 －20 

ｔ≧100 －30 

裏 込 材 厚 ｔ’ －50 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

法勾配の開き ±0.5 分 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

８ 

天
端
被
覆
工 

２  コンクリート被覆工 
基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

7-1-8-2 

幅 ｗ －50 

厚 さ  ｔ －10 

基  礎  厚  ｔ’ －45 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

７ 

河
川
海
岸
編 

１ 

堤
防 
・
護
岸 

９ 

波
返
工 

３  波返工 
基  準  高  ▽ ±50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 

 

 

7-1-9-3 

幅 ｗ1，ｗ2 －30 

高さ ｈ＜3ｍ  

ｈ1，ｈ2，ｈ3 

 

－50 

高さ ｈ≧3ｍ  

ｈ1，ｈ2，ｈ3 

 

－100 

延 長  Ｌ 
－0.5% 

ただし 

最大－200 

最小－50 

Ⅰ
－

9
8
 

－
4
1
1
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 
道 
路 
編 

２ 

舗
装 

５ 

排
水
構
造
物
工 

９  排水性舗装用路肩排水 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。 
なお、従来管理のほかに「TS 等光波方
式３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）舗装工事編 計測技術（断
面管理の場合）（案）」の規定による
測点の管理方法を用いることができ

 10-2-5-9 
工 

基  準  高  ▽ ±30 

     

    

延 長  Ｌ 

 

－200 

１ヶ所／１施工箇所 
なお、従来管理のほかに「TS 等光波方
式３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）舗装工事編 計測技術（断
面管理の場合）（案）」の規定による
測点の管理方法を用いることができ
る

 

10 
道 
路 
編 

２ 

舗
装 

７ 

踏
掛
版
工 

４  踏掛版工 
 
（コンクリート工） 

基 準 高 ±20 
１ヶ所／１踏掛版  10-2-7-4 

各 部 の 厚 さ ±20 
１ヶ所／１踏掛版 

  

  各 部 の 長 さ ±30 
１ヶ所／１踏掛版  

  （ラバーシュー） 
各 部 の 長 さ ±20 

全数  

  厚 さ ―   

  （アンカーボルト） 
中 心 の ず れ ±20 

全数  

  ア ン カ ー 長 ±20 
全数  

10 
道 
路 
編 

２ 

舗
装 

９ 

標
識
工 

４ １ 大型標識工 
幅 ｗ1，ｗ2 －30 

基礎一基毎 

 

10-2-9-4 

（標識基礎工） 
高 さ  ｈ －30      

    基 準 高 道路に接する場合

±30 

  

  

10 
道 
路 
編 

２ 

舗
装 

９ 

標
識
工 

４ ２ 大型標識工 
設置高さ Ｈ 設計値以上 

１ヶ所／１基  10-2-9-4 

（標識柱工） 
       

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
1
8
 

－
4
3
2
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 

道
路
編 

３ 

橋
梁
下
部 

６ 

橋
台
工 

８  橋台躯体工 
基  準  高  ▽ ±20 

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）構
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
出来る。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く） 

 

 

10-3-6-8 

厚 さ  ｔ －20 

天  端  幅  ｗ1 

（橋軸方向） 
－10 

天  端  幅  ｗ2 

（橋軸方向） 
－10 

敷 幅  ｗ3 

（橋軸方向） 
－50 

高 さ  ｈ1 －50 

胸壁の高さ  ｈ2 －30 

天  端  長  ℓ1 －50 

敷 長  ℓ2 －50 

胸壁間距離  ℓ ±30 

支 間 長 及 び
中心線の変位 

±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

 

 

計画高 

 

 

＋10～－20 

 

 

平面位置 

 

 

±20 

 
 

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度 

 

 
1／50 以下 

  

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
2
2
 

－
4
3
6
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 

道
路
編 

３ 

橋
梁
下
部 

７ 

Ｒ 
Ｃ 
橋
脚
工 

９ １ 橋脚躯体工 
 

（張出式） 
（重力式） 
（半重力式） 

 

基  準  高  ▽ 
 

±20 
橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）構
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
出来る。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く） 

 

10-3-7-9 

 

厚 さ  ｔ 
 

－20 

天  端  幅  ｗ1 

（橋軸方向） 

 

－20 

敷 幅  ｗ2 

（橋軸方向） 

 

－50 

 

高 さ  ｈ 
 

－50 

天  端  長  ℓ1 
 

－50 

敷 長  ℓ2 
 

－50 

 

橋脚中心間距離  ℓ 
 

±30 

支 間 長 及 び
中心線の変位 

 

±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

 

 

計画高 

 

 

＋10～－20 

 

 

平面位置 

 

 

±20 

 
 

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度 

 

 

1／50 以下 

  
 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
2
3
 

－
4
3
7
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 

道
路
編 

３ 

橋
梁
下
部 

７ 

Ｒ 
Ｃ 
橋
脚
工 

９ ２ 橋脚躯体工 
 

（ラーメン式） 

基  準  高  ▽ ±20 
橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）構
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
出来る。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く） 

 

10-3-7-9 

厚 さ  ｔ －20 

天  端  幅  ｗ1 －20 

敷 幅  ｗ2 －20 

高 さ  ｈ －50 

長 さ  ℓ －20 

橋脚中心間距離  ℓ ±30 

支 間 長 及 び
中心線の変位 

±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

 

計画高 

 

＋10～－20 

 

平面位置 

 

±20 

 
ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の

鉛直度 

 

1／50 以下 

  

10 

道
路
編 

３ 

橋
梁
下
部 

８ 

鋼
製
橋
脚
工 

９ １ 橋脚フーチング工 
 

（Ｉ型・Ｔ型） 

基  準  高  ▽ ±20 
橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。 

 10-3-8-9 

幅 ｗ 
（橋軸方向） 

－50 

高 さ  ｈ －50 

長 さ  ℓ －50 

  

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
2
4
 

－
4
3
8
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 
道
路
編 

４ 

鋼
橋
上
部 

８ 

橋
梁
付
属
物
工 

３  落橋防止装置工 全数測定  10-4-8-3 

  アンカーボルト孔の削
孔長 

 

設計値以上 
 

    
アンカーボルト定着長 

 

－20 以内 
かつ －1Ｄ以内 

全数測定 
Ｄ：アンカーボルト径 (mm) 

 

10 
道 
路 
編 

４ 

鋼
橋
上
部 

８ 

橋
梁
付
属
物
工 

５  地覆工 
地覆の幅 ｗ1 －10～＋20 

１径間当たり両端と中央部の３ヶ所測
定。 

 10-4-8-5 

  地覆の高さ  ｈ －10～＋20   

   有効幅員 ｗ2 0～＋30   

       

10 
道 
路 
編 

４ 

鋼
橋
上
部 

８ 

橋
梁
付
属
物
工 

６  橋梁用防護柵工 １径間当たり両端と中央部の３ヶ所測
定。 

 

10-4-8-6 
天  端  幅  ｗ1 －5～＋10 10-4-8-7 

７ 橋梁用高欄工 

  地  覆  の  幅  ｗ2 －10～＋20   

   高 さ  ｈ1 －20～＋30   

   高 さ  ｈ2 －10～＋20   

   有  効  幅  員  ｗ3 0～＋30   

       

10 
道 
路 
編 

４ 

鋼
橋
上
部 

８ 

橋
梁
付
属
物
工 

８  検査路工 １ブロックを抽出して測定。  10-4-8-8 
幅 ±3 

  高 さ ±4   

       

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
  

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
2
7
 

－
4
4
1
－

 



単位：mm 
 

編 章 節 条 枝番 工 種 測  定  項  目 規  格  値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘  要 

10 

道
路
編 

６
ト
ン
ネ
ル
（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
） 

５ 

覆
工 

３  覆工コンクリート工 
基準高▽（拱頂） ±50 

(1) 基準高、幅、高さは、施工 40ｍに 
つき１ヶ所。 
(2) 厚さ 
(ｲ) コンクリート打設前の巻立空間を
１打設長の終点を図に示す各点で測
定。中間部はコンクリート打設口で測
定。 
(ﾛ) コンクリート打設後、覆工コンク
リートについて１打設長の端面（施工
継手の位置）において、図に示す各点
の巻厚測定を行う。 
(ﾊ) 検測孔による巻厚の測定は図の(1)
は40ｍに１ヶ所、(2)～(3)は100ｍに１
ヶ所の割合で行う。 

なお、トンネル延長が 100ｍ以下のも
のについては、１トンネル当たり２ヶ 
所以上の検測孔による測定を行う。 

ただし、以下の場合には、左記の規
格値は適用除外とする。 
・良好な地山における岩又は吹付コン
クリートの部分的な突出で、設計覆工
厚の３分の１以下のもの。 

なお、変形が収束しているものに限
る。 
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠
の据付け時には安定が確認されかつ別
途構造的に覆工の安全が確認されてい
る場合。 
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突
出。 
計測手法については、従来管理のほ 
かに「３次元計測技術を用いた出来形 
計測要領（案）トンネル工事編」で規
定する出来形計 
測性能を有する機器を用いることが出 
来る。 

 

10-6-5-3 

幅  ｗ（全幅） －50 

高さｈ（内法） －50 

厚 さ  ｔ 設計値以上 

延 長  Ｌ ― 

  

10 

道
路
編 

６
ト
ン
ネ
ル
（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
） 

５ 

覆
工 

５  床版コンクリート工 
幅 ｗ －50 施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は

50ｍ）につき１ヶ所、延長 40ｍ（又は

50ｍ）以下のものは１施工箇所につき

２ヶ所。 

 10-6-5-5 

厚 さ  ｔ －30 

  

 

出
来
形
管

理
基
準
及
び

規
格
値

 

Ⅰ
－

1
2
9
 

－
4
4
3
－
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

4 プレキャス

トコンクリート

製品 

(その他) 

材
料 

そ
の
他
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す

る
場
合
は
除
く
） 

セメントの物理試験 JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

１回/月以上   ○ 

  ポルトランドセメン

トの化学分析 

JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 

JIS R 5211（高炉セメント） 

JIS R 5212（シリカセメント） 

JIS R 5213（フライアッシュセメント） 

JIS R 5214（エコセメント） 

１回/月以上   ○ 

 

 

  コンクリート用混和

材 

･化学混和材 

JIS A 6201 

JIS A 6202 

JIS A 6204 

 

JIS A 6206 

JIS A 6207 

JIS A 6201（フライアッシュ） 

JIS A 6202（膨張材） 

JIS A 6204（化学混和剤） 

 

JIS A 6206（高炉スラグ微粉末） 

JIS A 6207（シリカフューム） 

1回/月以上 

ただし、JIS A 6202(膨張材)は1回/3ヶ月以

上、JIS  A 6204(化学混和剤)は1回/6ヶ月

以上 

試験成績表による ○ 

  練混ぜ水の水質試験 上水道水及び上水道水以外の

水の場合：JIS A 5308附属書C 

懸濁物質の量：2g/L以下 

溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下 

塩化物イオン量：200ppm以下 

セメントの凝結時間の差：始発は30分以内、終結は

60分以内 

モルタルの圧縮強度比：材齢7及び28日で90％以上 

１回/年以上及び水質が変わった場合。 上水道を使用している場合は試験に換え、

上水道を使用していることを示す資料に

よる確認を行う。 

○ 

 

  

必
須 

鋼材 JIS G 3101 

JIS G 3109 

JIS G 3112 

JIS G 3117 

JIS G 3137 

JIS G 3506 

JIS G 3521 

JIS G 3532 

JIS G 3536 

JIS G 3538 

JIS G 3551 

JIS G 4322 

JIS G 5502 

 

JIS G 3101 

JIS G 3109 

JIS G 3112 

JIS G 3117 

JIS G 3137 

JIS G 3506 

JIS G 3521 

JIS G 3532 

JIS G 3536 

JIS G 3538 

JIS G 3551 

JIS G 4322 

JIS G 5502 

 

1回/月又は入荷の都度  

試験成績表による。 

○ 

 
施
工 

必
須 

製品の外観検査 

(角欠け･ひび割れ調

査) 

 

目視検査 

(写真撮影) 

有害な角欠け･ひび割れの無いこと 全数   
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

11 アスファル

ト舗装 
材
料 

そ
の
他 

引火点試験 JIS K 2265-1 

JIS K 2265-2 

JIS K 2265-3 

JIS K 2265-4 

舗装施工便覧参照 

・舗装用石油アスファルト：表3.3.1 

・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 

・セミブローンアスファルト：表3.3.4 

中規模以上の工事：施工前、材料変更時 

小規模以下の工事：施工前 

○ 

   薄膜加熱試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照 

・舗装用石油アスファルト：表3.3.1 

・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 

・セミブローンアスファルト：表3.3.4 

 ・中規模以上の工事とは、１層あたりの施

工面積が2,000㎡以上あるいは基層及び表

層用混合物の総使用量が500ｔ以上の場合

が該当する。 

・小規模工事とは、中規模以上の工事より

規模が小さいもの。 

・道路維持作業で単価契約に係るものは省

略できる。 

○ 

   蒸発後の針入度比試

験 

JIS K 2207 舗装施工便覧参照 

・舗装用石油アスファルト：表3.3.1 

 

 ○ 

   密度試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照 

・舗装用石油アスファルト：表3.3.1 

・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 

・セミブローンアスファルト：表3.3.4 

 ○ 

   高温動粘度試験 舗装調査・試験法便覧[2]-212 舗装施工便覧参照 

・セミブローンアスファルト：表3.3.4 

 

 ○ 

   60℃粘度試験 舗装試調査・試験法便覧

[2]-224 

舗装施工便覧参照 

・セミブローンアスファルト：表3.3.4 

 

 ○ 

   タフネス・テナシティ

試験 

舗装調査・試験法便覧[2]-289 舗装施工便覧参照 

・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 

 

 ○ 

 
プ
ラ
ン
ト 

必
須 

粒度 

（2.36mmフルイ） 

舗装調査・試験法便覧[2]-16 2.36mmふるい：±12%以内基準粒度 中規模以上の工事：定期的又は随時。 

小規模以下の工事：異常が認められたとき。 

印字記録の場合：全数又は抽出・ふるい分け

試験 1～2回/日 

・中規模以上の工事とは、１層あたりの施

工面積が2,000㎡以上あるいは基層及び表

層用混合物の総使用量が500ｔ以上の場合

が該当する。 

・小規模工事とは、中規模以上の工事より

規模が小さいもの。 

・道路維持作業で単価契約に係るものは省

略できる。  

○ 

   粒度 

（75μmフルイ） 

 

 

舗装調査・試験法便覧[2]-16 75μmふるい：±5%以内基準粒度 中規模以上の工事：定期的又は随時。 

小規模以下の工事：異常が認められたとき。 

印字記録の場合：全数又は抽出・ふるい分け

試験 1～2回/日 

○ 

   アスファルト量抽出

粒度分析試験 

 

 

舗装調査・試験法便覧[4]-238 

 

アスファルト量 ±0.9%以内 中規模以上の工事：定期的又は随時。 

小規模以下の工事：異常が認められたとき。 

印字記録の場合：全数又は抽出・ふるい分け

試験 1～2回/日 

○ 

   温度測定（アスファル

ト・骨材・混合物） 

 

 

温度計による 配合設計で決定した混合温度。 随時 ○ 
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

14 路床安定処

理工 
施
工 

必
須 

現場密度の測定 

※右記試験方法（3種

類）のいずれかを実施

する。 

  

最大粒径≦53㎜：砂置換法

（JIS A 1214） 

最大粒径＞53㎜：舗装調査・

試験法便覧[4]-185突砂法 

設計図書による。 500m3につき1回の割合で行う。 

ただし、1,500m3未満の工事は1工事当たり3

回以上。 

1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値

で判定を行なう。 

  

    または、 

RI計器を用いた盛土の締固め

管理要領（案） 

 

 

 

 

 

 

設計図書による。 

 

 

盛土を管理する単位(以下「管理単位」)に分

割して管理単位ごとに管理を行うものとす

る。 

1日の1層あたりの施工面積を基準とする。管

理単位の面積は1,500m2を標準とし、1日の施

工面積が2,000m2以上の場合、その施工面積

を2管理単位以上に分割するものとする。1

管理単位あたりの測定点数の目安を以下に

示す。 ・500m2未満：5点 

・500m2以上1,000m2未満：10点 

・1,000m2以上2,000m2未満：15点 

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。 

・左記の規格値を満たしていても、規格値

を著しく下回っている点が存在した場合

は、監督職員との協議の上で、（再）転圧

を行うものとする。 

 

    または、 

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛

土の締固め管理要領」による 

 

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定

回数だけ締め固められたことを確認する。ただし、

路肩から１ｍ以内と締固め機械が近寄れない構造

物周辺は除く。 

１．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）

に分割して管理単位毎に管理を行う。 

２．管理単位は築堤、路体路床とも１日の１

層当たりの施工面積は1,500ｍ2を標準とす

る。 

また、１日の施工面積が2,000ｍ2以上の場

合、その施工面積を2管理単位以上に分割す

るものとする。 

３．１日の施工が複数層に及ぶ場合でも１管

理単位を複数層にまたがらせることはしな

いものとする。 

４．土取り場の状況や土質状況が変わる場合

には、新規の管理単位として取り扱うものと

する。 

  

   プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧[4]-288  路床仕上げ後、全幅,全区間で実施する。 ・荷重車については、施工時に用いた転圧

機械と同等以上の締固め効果を持つロー

ラやトラック等を用いるものとする。 

 

  

そ
の
他 

平板載荷試験 JIS A 1215   延長40mにつき1箇所の割で行う。 ・ｾﾒﾝﾄｺﾝｸﾘｰﾄの路盤路床に適用する。 

 

 

  現場CBR試験 JIS A1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。   

  含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 500m3につき1回の割合で行う。ただし、

1,500m3未満の工事は1工事当たり3回以上。 

  

   たわみ量 舗装調査・試験法便覧[1]-284 

（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ） 

設計図書による。 プルーフローリングでの不良箇所について

実施 
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

15 表層安定処

理工（表層混合

処理） 

 

そ
の
他 

平板載荷試験 JIS A 1215 

 

  各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。   

  現場CBR試験 JIS A 1222 

 

 

設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。   

   含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 500m3につき1回の割合で行う。ただし、

1,500m3未満の工事は1工事あたり3回以上。 

 

  

   たわみ量 舗装調査・試験法便覧[2]-16

（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ） 

設計図書による。 プルーフローリングでの不良個所について

実施。 

 

  

16 固結工 
材
料 

必
須 

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 

なお、1回の試験とは3回の供試体の試験値の平均値

で表したもの 

当初及び土質の変化したとき 配合を定めるための試験である。 

ボーリング等により供試体を採取する。 

 

   ゲルタイム試験   当初及び土質の変化したとき 配合を定めるための試験である。 

 

 

 

 
施
工 

必
須 

改良体全長の連続性

確認 

ボーリングコアの目視確認  改良体の上端から下端までの全長をボーリ

ングにより採取し、全長において連続して改

良されていることを目視確認する。 

改良体500本未満は3本、500本以上は250本増

えるごとに1本追加する。 

現場の条件、規模等により上記によりがたい

場合は監督職員の指示による。 

・ボーリング等により供試体を採取する。 

・改良体の強度確認には、改良体全長の連

続性を確認したボーリングコアを利用し

てもよい。 

 

   土の一軸圧縮試験 

（改良体の強度） 

JIS A 1216 ①各供試体の試験結果は改良地盤設計強度の85%以

上。 

②1回の試験結果は改良地盤設計強度以上。 

なお、1回の試験とは3個の供試体の試験値の平均値

で表したもの 

改良体500本未満は3本、500本以上は250本増

えるごとに1本追加する。試験は1本の改良体

について、上、中、下それぞれ1回、計3回と

する。ただし、1本の改良体で設計強度を変

えている場合は、各設計強度毎に3回とする。 

現場の条件、規模等により上記によりがたい

場合は監督職員の指示による。 

・改良体の強度確認には、改良体全長の連

続性を確認したボーリングコアを利用し

てもよい。 

 

17 アンカー工 
施
工 

必
須 

モルタルの圧縮強度

試験 

JIS A 1108 設計図書による。 ２回（午前・午後）／日    

 モルタルのフロー値

試験 

JISCE-F R 5201-2018 設計図書による。10～18秒 Pロート（グラウンド

アンカー設計施工マニュアルに合わせる） 

練りまぜ開始前に試験は２回行い、その平均

値をフロー値とする。 

  

   適性試験（多サイクル

確認試験） 

グラウンドアンカー設計・施

工基準、同解説 

（JGS4101-2012） 

設計アンカー力に対して十分に安全であること。 ・施工数量の5％かつ3本以上。 

・初期荷重は計画最大荷重の約0.1倍とし、

引き抜き試験に準じた方法で載荷と除荷を

繰り返す。 

ただし、モルタルの必要強度の確認後に実

施すること。  

 



 
 

 
 

- 531 - 

試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

17 アンカー工 
施
工 

必
須 

確認試験（１サイクル

確認試験） 

グラウンドアンカー設計・施

工基準、同解説 

（JGS4101-2012） 

設計アンカー力に対して十分に安全であること。 ・多サイクル確認試験に用いたアンカーを除

くすべて。 

・初期荷重は計画最大荷重の約0.1倍とし、

計画最大荷重まで載荷した後、初期荷重まで

除荷する１サイクル方式とする。 

ただし、モルタルの必要強度の確認後に実

施すること。 

 

  

そ
の
他 

その他の確認試験 グラウンドアンカー設計・施

工基準、同解説 

（JGS4101-2012） 

所定の緊張力が導入されていること。  ・定着時緊張力確認試験 

・残存引張力確認試験 

・リフトオフ試験等があり、多サイクル確

認試験、１サイクル確認試験の試験結果を

もとに、監督員と協議し行う必要性の有無

を判断する。 

 

 

17-2 鉄筋挿入

工 
施
工 

必
須 

モルタルの圧縮強度

試験 

JIS A 1108 設計図書による。 2回（午前・午後）/1回   

 モルタルのフロー値 

試験 

JIS R 5201 

JSCE－F521 

設計図書による。 練り混ぜ開始前に試験は2回行い、その平均

値をフロー値とする。 

  

   受入れ試験（１サイク

ル確認試験） 

 

地山補強土工法設計・施工マ

ニュアル（地盤工学会）を参

照 

最大試験荷重は設計荷重とする。 施工数量の3%かつ最少3本以上とし、全体

を代表する箇所で実施する。 

受入れ試験は、施工された補強材の引張耐

力が設計引張力を満足するものであるか

を確認するために行う。 

 

 
材
料 

必
須 

品質検査（芯材・ナッ

ト・プレート等） 

ミルシート 

 

 

設計図書による。 材料入荷時   

 定着材のフロー値試

験 

JSCE－F521-2018 

 

 

 

9～22秒 施工開始前1回および定着材の材料や配合

変更時に実施。1回の試験は測定を2回行い、

測定値の平均をフロー値とする。 

定着材をセメントミルクまたはモルタル

とする場合 

 

 
そ
の
他 

外観検査芯材・ナッ

ト・プレート等） 

目視 

寸法計測 

 

設計図書による。 材料入荷時   

 
必
須 

圧縮強度試験 JIS A 1108 

 

 

設計図書による。 施工開始前1回および施工日ごと1回（3本

/回） 

定着材をセメントミルクまたはモルタル

とする場合 

 

 

施
工 

必
須 

引き抜き試験 地山補強土法設計・施工マニ

ュアルによる。 

 

設計図書による。 施工数量の3%かつ3本以上を標準とする。 

載荷サイクルは1サイクルとする。 

  

 
そ
の
他 

適合性試験 地山補強土法設計・施工マニ

ュアルによる。 

 

 

 

設計図書による。 地層ごとに3本以上を標準とする。 

載荷サイクルは多サイクルを原則とする。 

初期荷重は、5.0kNもしくは計画最大荷重の

0.1倍程度とする。 
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘 要 

試験成
績表等
による
確認 

18 補強土壁工 
材
料 

必
須 

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。 

外観検査（ストリッ

プ、鋼製壁面材、コン

クリート製壁面材等） 

補強土壁工法各設計・施工マ

ニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによる。 補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

コンクリート製壁面

材のコンクリート強

度試験 

補強土壁工法各設計・施工マ

ニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによる。 補強土壁工法各設計・施工マニュアルによ

る。 

○ 

そ
の
他 

土の粒度試験 補強土壁工法各設計・施工マ

ニュアルによる。 

補強土壁工法各設計・施工マニュアルによる。 設計図書による。 

(次項に続く) 
施
工 

必
須 

現場密度の測定 

※右記試験方法（3種

類）のいずれかを実施

する。 

最大粒径≦53㎜: 

砂置換法（JIS A 1214） 

最大粒径＞53㎜： 

舗装調査・試験法便覧[4]-256

突砂法 

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比におい

て、最大乾燥密度の95%以上。（締固め試験(JIS A 

1210)A･B法）もしくは、90%以上（締固め試験(JIS A 

1210)C･D･E法）。 

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は、標準の施

工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法

（例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す

る場合や1層あたりの仕上がり厚を薄くする場合）

に適用する。 

または、設計図書による。 

500m3につき1回の割合で行う。ただし、

1,500m3未満の工事は1工事当たり3回以上。 

1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値

で判定を行なう 

橋台背面アプローチ部における規格値は、

下記のとおりとする。 

（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法） 

【一般の橋台背面】 

平均92%以上、かつ最小90%以上 

【インテグラルアバット構造の橋台背面】 

平均97%以上、かつ最小95%以上 



表－２ 品質管理基準
第１ 一般土木工事の部

- 531-2 -



表－２ 品質管理基準 
 第１ 一般土木工事の部 

 

- 532 - 

試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

18 補強土壁工 

 
施
工 

必
須 

 または、 

「RI計器を用いた盛土の締固

め管理要領（案）」 

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比におい

て、1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最大乾燥

密度の97%異常(締固め試験(JIS A 1210)A･B法)もし

くは92%以上(締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法)。 

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は、標準の施

工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法

(例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す

る場合や1層あたりの仕上がり厚を薄くする場合)

に適用する。 

または、設計図書による。 

 

 

盛土を管理する単位(以下「管理単位」に分

割して管理単位ごとに管理を行うものとす

る。 

路体・路床とも、1日の1層あたりの施工面積

を基準とする。管理単位の面積は1,500m2を

標準とし、1日の施工面積が2,000m2以上の場

合、その施工面積を2管理単位以上に分割す

るものとする。1管理単位あたりの測定点数

の目安を下表に示す。 

・500m2未満：5点 

・500m2以上1000m2未満：10点 

・1000m2以上2000m2未満：15点 

 

 

 

 

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。 

・左記の規格値を満たしていても、規格値

を著しく下回っている点が存在した場合

は、監督職員と協議の上で、（再）転圧を

行うものとする。 

・橋台背面アプローチ部における規格値

は、下記の通りとする。 

(締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法) 

【一般の橋台背面】 

平均92%以上、かつ最小90%以上 

【ｲﾝﾃｸﾞﾗﾙｱﾊﾞｯﾄ構造の橋台背面】 

平均97%以上、かつ最小95%以上 

 

    または、 

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛

土の締固め管理要領」による 

 

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定

回数だけ締固められたことを確認する。ただし、路

肩から1m以内と締固め機械が近寄れない構造物周

辺は除く。 

１．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）

に分割して管理単位毎に管理を行う。 

２．管理単位は築堤、路体路床とも1日の1

層当たりの施工面積は1,500ｍ2を標準とす

る。 

また、1日の施工面積が2,000ｍ2以上の場合、

その施工面積を2管理単位以上に分割するも

のとする。 

３．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理

単位を複数層にまたがらせることはしない

ものとする。 

４．土取り場の状況や土質状況が変わる場合

には、新規の管理単位として取り扱うものと

する。 

 

 

 

 

 

  

19 吹付工 
材
料 

必
須 

アルカリシリカ反応

抑制対策 

「アルカリ骨材反応抑制対策

について」（平成14年11月21

日14高土企第264号付け土木

部長通知）による」 

 

「アルカリ骨材反応抑制対策について」（平成14年

11月21日14高土企第264号付け土木部長通知）によ

る」 

骨材試験を行う場合は、工事開始前、工事中

1回/6ヶ月以上および産地が変わった場合。 

 ○ 
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

24 道路土工 
材
料 

必
須 

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化した時（材料が岩砕の場

合は除く）。ただし、法面、路肩部の土量は

除く。 

  

   CBR試験 

（路床） 

JIS A 1211 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。 

（材料が岩砕の場合は除く） 

   

  

そ
の
他 

土の粒度試験 JIS A 1204 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

  土粒子の密度試験 JIS A 1202 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

  土の含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土の液性限界・塑性限

界試験 

JIS A 1205 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土の三軸圧縮試験 地盤材料試験の方法と解説 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土の圧密試験 JIS A 1217 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土のせん断試験 地盤材料試験の方法と解説 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

   土の透水試験 JIS A 1218 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。    

 
施
工 

必
須 

現場密度の測定 

※右記試験方法（3種

類）のいずれかを実施

する。 

最大粒径≦53㎜ 

砂置換法（JIS A 1214） 

最大粒径＞53㎜ 

舗装調査・試験法便覧｢4｣-256

突砂法 

【砂質土】 

・路体：次の密度への締固めが可能な範囲の含水比

において、最大乾燥密度の90%以上。（締固め試験

(JIS A 1210)A･B法） 

・路床及び構造物取り付け部：次の密度への締固め

が可能な範囲の含水比において、最大乾燥密度の

95%以上。（締固め試験(JIS A 1210)A･B法）もしく

は、90%以上（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）。 

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は、標準の施

工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法

（例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す

る場合や1層あたりの仕上がり厚を薄くする場合）

に適用する。 

【粘性土】 

・路体：自然含水比またはトラフィカビリティが確

保できる含水比において、空気間隙率Vaが2%≦Va≦

10%または飽和度Srが85%≦Sr≦95% 

・路床及び構造物取り付け部：トラフィカビリティ

が確保できる含水比において、空気間隙率Vaが2%≦

Va≦8% 

ただし、締固め管理が可能な場合は、砂質土の基準

を適用することができる。 

その他、設計図書による。 

 

 

路体の場合、1,000m3につき１回の割合で行

う。ただし、5,000m3未満の工事は、1工事当

たり3回以上。 

路床及び構造物取り付け部の場合、500m3に

つき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満

の工事は、1工事当たり3回以上。 

1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値

で判断を行う。 
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試験区分は必要に応じて別途指示すること。 

工  種 
種

別 

試験 

区分 
試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘  要 

試験成
績表等
による
確認 

24 道路土工 
施
工 

必
須 

 または、 

「RI計器を用いた盛土の締固

め管理要領（案）」 

 

 

【砂質土】 

・路体：次の密度への締固めが可能な範囲の含水比

において、1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最

大乾燥密度の92%以上。（締固め試験(JIS A 1210)A･

B法） 

・路床及び構造物取り付け部：次の密度への締固め

が可能な範囲の含水比において、1管理単位の現場

乾燥密度の平均値が最大乾燥密度の97%以上。（締

固め試験(JIS A 1210)A･B法）もしくは、92%以上（締

固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）。 

ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管理は、標準の施

工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法

（例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す

る場合や1層あたりの仕上がり厚を薄くする場合）

に適用する。 

【粘性土】 

・路体、路床及び構造物取り付け部：自然含水比ま

たはトラフィカビリティが確保できる含水比にお

いて、1管理単位の現場空気間隙率の平均値が8%以

下。 

ただし、締固め管理が可能な場合は、砂質土の基準

を適用すること.ができる。 

または、設計図書による。 

 

 

盛土を管理する単位(以下「管理単位」)に分

割して管理単位ごとに管理を行うものとす

る。 

路体・路床とも、1日の1層あたりの施工面積

を基準とする。管理単位の面積は1,500m2を

標準とし、1日の施工面積が2,000m2以上の場

合、その施工面積を2管理単位以上に分割す

るものとする。1管理単位あたりの測定点数

の目安を下表に示す。 

・500m2未満：5点 

・500m2以上1000m2未満：10点 

・1000m2以上2000m2未満：15点 

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。 

・左記の規格値を満たしていても、規格値

を著しく下回っている点が存在した場合

は、監督職員と協議の上で、（再）転圧を

行うものとする。 

 

    または、 

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛

土の締固め管理要領」による 

 

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定

回数だけ締固められたことを確認する。 

１．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）

に分割して管理単位毎に管理を行う。 

２．１日の施工が複数層に及ぶ場合でも１管

理単位を複数層にまたがらせることはしな

いものとする。 

３．土取り場の状況や土質状況が変わる場合

には、新規の管理単位として取り扱うものと

する。 

 

  

   プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧[4]-288  路床仕上げ後全幅、全区間について実施す

る。 ただし、現道打換工事、仮設用道路維

持工事は除く。 

・荷重車については、施工時に用いた転圧

機械と同等以上の締固効果を持つローラ

やトラック等を用いるものとする。 

 

 

 

 



表－３写真管理基準 

第１ 一般土木工事の部 

- 590 - 

１ 撮影箇所一覧表 

区分 工種 
写真管理項目 

摘要 
撮影項目 撮影頻度〔時期〕 

着手前・完成 着手前 全景又は代表部分 

写真 

着手前１回 

〔着手前〕 

 

完成 全景又は代表部分 

写真 

施工完了後 1 回 

〔完成後〕 

 

施工状況 工事施工中 全景又は代表部分 

の工事進捗状況 

月１回 

〔月末〕 

 

施工中の写真 工 種 、種 別 毎 に設 計 図

書、施工計画書に従い施

工していることが確認で

きるように適宜 

〔施工中〕 

 

創 意 工 夫 ・ 社 会 性 等 に

関する実施状況が確認

で き る よ う に 適 宜 

〔施工中〕 

創意工夫・社会性等に関

する実施状況の提出資

料に添付 

仮設(指定仮設) 使用材料、仮設状況、

形状寸法 

１施工箇所に１回 

〔施工前後〕 

 

図面との不一致 図面と現地との不一致

の写真 

必要に応じて 

〔発生時〕 

ただし、「空中写真測量 

（無人航空機）３次元計測

技術を用いた出来形管理

要領（土工編） 

（案）における空中写真測

量（UAV）」による場合は、

撮影毎に1回（写真測量に

使用したすべての画像 

（ICON フォルダに格納）） 

〔発生時〕 

ただし、「レーザースキャ

ナー３次元計測技術を用

いた出来形管理要領（土

工編）（案）における地上

型レーザースキャナー

（TLS）、地上移動体搭載

型レーザースキャナー（地

上移動体搭載型LS）、無

人航空機搭載型レーザー

スキャナー（UAVレーザ

ー）、TS（ノンプリズム方

式）、TS等光波方式、

RTK-GNSS」による場合

は、計測毎に1回 

工事打合簿に添付する 

 

 

ただし、「空中写真測量 

（無人航空機）を用いた

出来形管理要領（土工

編）（案）」による場合

は、写真測量に使用し

たすべての画像 （ICON 

フォルダに格納） 

 

ただし、 

「レーザースキャナーを

用いた出来形管理要領

（土工編）（案）」による場

合 は、代表箇所各１枚 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第１編 共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 

摘 要 
撮影項目 撮影頻度[時期] 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工 

２ 掘削工 土質等の判
別 

地質が変わる毎に１回 
〔掘削中〕 

法長 
※右のいず
れかで撮影
する。

40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
〔掘削後〕 

「ＴＳ等光波方式３次元計測技術を

用いた出来形管理要領（案）土工編 

多点計測技術（面管理の場合）

（案）」、「ＴＳ（ノンプリズム方式）を

用いた出来形管理要領（土工編）

（案）」「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来

形管理要領（土工編）（案）」、「地上

型レーザースキャナーを用いた出

来形管理要領（土工編）（案）」、「地

上移動体搭載型レーザースキャナ

ーを用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」による場合は１工事に１回 

〔掘削後〕 

・ 出 来 ば

えの撮影

・TS等の

設置状況

と出来形

計測対象

点上のﾌﾟ

ﾘ ｽ ﾞ ﾑ 設

置 状 況

（ﾌﾟﾘｽﾞﾑ

が必要な

場 合 の

み ） が わ

か る よ う

に撮影

「空中写真測量（無人航空機）３次元

計測技術を用いた出来形管理要領

（案）土工編 多点計測技術（面管理

の場合）における空中写真測量（案

ＵＡＶ）」に基づき写真測量に用いた

画像を納品する場合には、写真管理

に代えることが出来る。 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工 

３ 盛土工 巻出し厚 40ｍに１回 
〔巻出し時〕 

「TS・GNSSを用いた盛土の締固め
管理要領」における「締固め層厚分
布図」を提出する場合は写真不要 

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回 

〔締固め時〕 
法長 
幅 
※右のいず
れかで撮影
する。

40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
〔施工後〕 

「ＴＳ等光波方式３次元計測技術を

用いた出来形管理要領（案）土工編

多点計測技術（面管理の場合）

（案）」、「ＴＳ（ノンプリズム方式）を

用いた出来形管理要領（土工編）

（案）」「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来

形管理要領（土工編）（案）」、「地上

型レーザースキャナーを用いた出

来形管理要領（土工編）（案）」、「無

人航空機搭載型レーザースキャナ

ーを用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」、「地上移動体搭載型レー

ザースキャナーを用いた出来形管

理要領（土工編）（案）」による場合

は１工事に１回 

〔施工後〕 

・ 出 来 ば

えの撮影

・TS等の

設置状況

と出来形

計測対象

点上のﾌﾟ

ﾘ ｽ ﾞ ﾑ 設

置 状 況

（ﾌﾟﾘｽﾞﾑ

が必要な

場 合 の

み ） が わ

か る よ う

に撮影

「空中写真測量（無人航空機）３次元

計測技術を用いた出来形管理要領

（案）土工編 多点計測技術（面管理

の場合）（案）」に基づき写真測量に

－629－ 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第１編 共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 

摘 要 
撮影項目 撮影頻度[時期] 

用いた画像を納品する場合には、写

真管理に代えることが出来る。 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河

川

・

海

岸

・

砂

防

土

工 

４ 盛土補強工 
（補強土（テールアルメ）壁工法）
（多数アンカー式補強土工法） 
（ジオテキスタイルを用いた補強土
工法） 

厚さ 

補強材の長
さ 

40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
〔施工後〕 

各段長さが変わる毎に１回 
〔施工後〕 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河

川

・

海

岸

・

砂

防

土

工 

５ 法面整形工 
（盛土部） 

仕上げ状況 
厚さ 

40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
〔仕上げ時〕 

１
共
通
編 

２
土
工 

３
河

川

・

海

岸

・

砂

防

土

工 

６ 堤防天端工 厚さ 200ｍに1回又は1施工箇所に2回 
［施工後］ 

幅 40ｍに1回又は1施工箇所に１回 
〔施工後〕 

１
共
通
編 

２
土
工 

４
道
路
土
工 

２ 掘削工 土質等の判
別 

地質が変わる毎に１回 
〔掘削中〕 

法長 
※右のいず
れかで撮影
する。

40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
〔掘削後〕 

「ＴＳ等光波方式３次元計測技術を

用いた出来形管理要領（案）土工編 
多点計測技術（面管理の場合）

（案）」、「ＴＳ（ノンプリズム方式）を

用いた出来形管理要領（土工編）

（案）」「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来

形管理要領（土工編）（案）」、「地上

型レーザースキャナーを用いた出

来形管理要領（土工編）（案）」、「無

人航空機搭載型レーザースキャナ

ーを用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」、「地上移動体搭載型レー

ザースキャナーを用いた出来形管

理要領（土工編）（案）」による場合

は１工事に１回 

〔掘削後〕 

・ 出 来 ば

えの撮影

・TS等の

設置状況

と出来形

計測対象

点上のﾌﾟ

ﾘ ｽ ﾞ ﾑ 設

置 状 況

（ﾌﾟﾘｽﾞﾑ

が必要な

場 合 の

み ） が わ

か る よ う

に撮影

「空中写真測量（無人航空機）３次元

計測技術を用いた出来形管理要領

（案）土工編 多点計測技術（面管理

の場合）(案)」に基づき写真測量に用

いた画像を納品する場合には、写真
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第１編 共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 

摘 要 
撮影項目 撮影頻度[時期] 

管理に代えることが出来る。 

１
共
通
編 

２
土
工 

４
道
路
土
工 

３ 
４ 

 路体盛土工 
路床盛土工 
埋戻工 

巻出し厚 40ｍ毎3層に１回近撮と全景 
 〔巻出し時〕 

  

「TS・GNSSを用いた盛土の締固め
管理要領」における「締固め層厚分
布図」を提出する場合は写真不要 

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回及び3層に1回近撮と全景 

〔締固め時〕 
法長 
幅 
※右のいず
れかで撮影
する。 

40ｍに１回又は１施工箇所に１回  
〔施工後〕 

「ＴＳ等光波方式３次元計測技術を

用いた出来形管理要領（案）土工編 
多点計測技術（面管理の場合）

（案）」、「ＴＳ（ノンプリズム方式）を

用いた出来形管理要領（土工編）

（案）」「ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来

形管理要領（土工編）（案）」、「地上

型レーザースキャナーを用いた出

来形管理要領（土工編）（案）」、「無

人航空機搭載型レーザースキャナ

ーを用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」、「地上移動体搭載型レー

ザースキャナーを用いた出来形管

理要領（土工編）（案）」による場合

は１工事に１回 

〔施工後〕 

・ 出 来 ば

えの撮影 

・TS等の

設置状況

と出来形

計測対象

点上のﾌﾟ

ﾘ ｽ ﾞ ﾑ 設

置 状 況

（ﾌﾟﾘｽﾞﾑ

が必要な

場 合 の

み ） が わ

か る よ う

に撮影 

「空中写真測量（無人航空機）３次元

計測技術を用いた出来形管理要領

（案）土工編 多点計測技術（面管理

の場合）（案）」に基づき写真測量に

用いた画像を納品する場合には、写

真管理に代えることが出来る。 

 

１
共
通
編 

２
土
工 

４
道
路
土
工 

５  法面整形工 
（盛土部） 

仕上げ状況 
厚さ 

40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
〔仕上げ時〕 

  

１
共
通
編 

３
無
筋
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

７
鉄
筋
工 

４ １ 組立て 平均間隔 コンクリート打設毎に1回 
(重要構造物かつ主鉄筋について適
用) 

  

かぶり コンクリート打設毎に１回 
(重要構造物かつ主鉄筋について適
用) 

１
共
通
編 

３
無
筋
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

７
鉄
筋
工 

４ 2 組立て 
※新設のコンクリート構造物の内、
橋梁上部工事と下部工事 

非破壊試験 
（ 電 磁 誘 導
法 、 電 磁 波 
ﾚｰﾀﾞ法） 

試験毎に1回 
〔試験実施中〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

３ ３ コンクリートブロック工 
（天端保護ブロック） 

幅 40ｍに１回又は１施工箇所に2回  
       〔施工後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

４  緑化ブロック工 厚さ(裏込) 40ｍに１回又は１施工箇所に2回  
    〔施工中〕 

  

法長 
厚さ(ブロック) 

40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
     〔施工後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

５
石
・
ブ
ロ
ッ
ク
積
（
張
）
工 

５  石積（張）工 厚さ(裏込) 40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
     〔施工中〕 

  

法長 
厚さ(石積・張) 

40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
     〔施工後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 1 アスファルト舗装工 
（下層路盤工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
〔整正後〕 

 
厚さ 各層毎200ｍに１回 

〔整正後〕 
 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
 
 
 
 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合）（案））、「地上型レーザ
ースキャナーを用いた出来形管理
要領(舗装工事編)（案）」、「地上移
動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた
出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎1工事に
1回 

」〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 2 アスファルト舗装工 
（上層路盤工）  
粒度調整路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型レーザー
スキャナーを用いた出来形管理要
領(舗装工事編)（案）」、「地上移動
体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出
来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎1工事に
1回」  

〔整正後〕 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 3 アスファルト舗装工 
（上層路盤工） 
セメント（石灰）安定処理工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 1,000㎡に１回 
   〔整正後〕 

 
※コアを採取した場合は写真不要 
 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型レーザー
スキャナーを用いた出来形管理要
領(舗装工事編)（案）」、「地上移動
体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出
来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎1工事に
1回」 

〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 4 アスファルト舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型レーザー
スキャナーを用いた出来形管理要
領(舗装工事編)（案）」、「地上移動
体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出
来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎1工事に
1回」 

〔整正後〕 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 5 アスファルト舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

 
幅 各層毎40ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(舗
装工事編 多点計測技術（面管理
の場合)（案）」、「地上型レーザース
キャナーを用いた出来形管理要領
(舗装工事編)（案）」、「地上移動体
搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回」 

〔整正後〕 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

７ 6 アスファルト舗装工 
（表層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

 
平坦性 １工事に１回 

〔実施中〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 1 半たわみ性舗装工 
（下層路盤工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
厚さ 各層毎 200ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

 〔整正後〕 
 

幅 各層毎 40ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」  

〔整正後〕 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 2 半たわみ性舗装工 
（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 各層毎 200ｍに１回 
〔整正後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

 〔整正後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 3 半たわみ性舗装工 
（上層路盤工） 
セメント（石灰）安定処理工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 1,000 ㎡に１回 
     〔整正後〕 

 
※コアを採取した場合は写真不要 
 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎 40ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

        〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 4 半たわみ性舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回  
    〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

幅 各層毎 40ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

        〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 5 半たわみ性舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

  幅 各層毎 40ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

８ 6 半たわみ性舗装工 
（表層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

 
浸透性ﾐﾙｸ注入
状況 

400ｍに１回 
     〔注入時〕 

 
平坦性 １工事１回 

     〔実施中〕 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 1 排水性舗装工 
（下層路盤工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
厚さ 各層毎 200ｍに１回 

〔整正後〕 
 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎 40ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合（案）)」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

        〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 2 排水性舗装工 
（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎 40ｍに１回 

〔整正後〕 
 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 3 排水性舗装工 
（上層路盤工） 
セメント（石灰）安定処理工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 1,000 ㎡に１回 
     〔整正後〕 

 
※コアを採取した場合は写真不要 
 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「３次元計測技術 TS 等光
波方式を用いた出来形管理要領
(案)舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案））、「地上型レー
ザースキャナーを用いた出来形管
理要領(舗装工事編)（案）」、「地上
移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 4 排水性舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型レーザー
スキャナーを用いた出来形管理要
領(舗装工事編)（案）」、「地上移動
体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出
来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎1工事に
1回」 

〔整正後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 5 排水性舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回 
〔整正後〕 

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回 
 〔散布時〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

９ 6 排水性舗装工 
（表層工） 

整正状況 400ｍに１回 
〔整正後〕 

タックコート、プラ
イムコート

各層毎に１回 
 〔散布時〕 

平坦性 １工事１回 
〔実施中〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

10 1 透水性舗装工 
路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

〔整正後〕 

Ⅲ－15 

－ 643 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

10 2 透水性舗装工 
 
表層工 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
      〔散布時〕 

 
平坦性 １工事１回 

     〔実施中〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

11 1 グースアスファルト舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

幅 各層毎 40ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」、「地上型レ
ーザースキャナーを用いた出来形
管理要領(舗装工事編)（案）」、「地
上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用
いた出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」、「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用い
た出来形管理要領（舗装工事編）
（案）」による場合は各層毎 1 工事
に 1 回」 

〔整正後〕 
 
 
 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

11 2 グースアスファルト舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 
 
 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

11 3 グースアスファルト舗装工 
（表層工） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
      〔散布時〕 

平坦性 １工事１回 
     〔実施中〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 1 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回」 

 〔整正後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 2 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工）

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回 

」〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 3 コンクリート舗装工 
（セメント（石灰・瀝青）安定処理
工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

 
厚さ 1,000㎡に１回 

     〔整正後〕 
※コアを採取した場合は写真不要 
 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎40ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回」  

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 4 コンクリート舗装工 
（アスファルト中間層） 

整正状況 400ｍに１回 
     〔整正後〕 

 

  

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

 
幅 各層毎40ｍに１回 

     〔整正後〕 
 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回」  

〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 5 コンクリート舗装工 
（コンクリート舗装版工） 

石粉、 
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

  

スリップバー、 
タイバー寸法､ 
位置 

40ｍに１回 
     〔据付後〕 

鉄網寸法     
位置 

40ｍに１回 
     〔据付後〕 

平坦性 １工事１回 
〔実施中〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔型枠据付後〕 

 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
目地段差 １工事に１回 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 6 コンクリート舗装工 
（転圧コンクリート版工） 
下層路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎40ｍに１回 

     〔整正後〕 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、
「TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来
形管理要領（舗装工事編）（案）」に
よる場合は各層毎1工事に1回」 

〔整正後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 7 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
幅 各層毎40ｍに１回 

〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）、「地上移動体搭載
型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」、「TS(ﾉ
ﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」による場
合は各層毎1工事に1回」 

   〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 8 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安定処理工

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 1,000㎡に１回 
〔整正後〕 

※コアを採取した場合は写真不要

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(舗
装工事編 多点計測技術（面管理
の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ
ｰを用いた出来形管理要領（舗装工
事編）（案）」、「地上移動体搭載型ﾚ
ｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」、「TS（ﾉﾝ
ﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」により「厚
さあるいは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案）
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽ
ｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）、「地上移動体搭載
型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」、「TS(ﾉ
ﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」による場
合は各層毎1工事に1回」  

〔整正後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 9 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
アスファルト中間層

整正状況 400ｍに１回 
〔整正後〕 

Ⅲ－17－1 

－ 645-1 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回 
〔散布時〕 

幅 各層毎40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(舗
装工事編 多点計測技術（面管理
の場合)（案）」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬ
ﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装
工事編）（案）」、「地上移動体搭載
型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」、「TS(ﾉ
ﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」による場
合は各層毎1工事に1回」 

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 10 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）

敷均し厚さ 
転圧状況 

400ｍに１回 
〔施工中〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
〔型枠据付後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(舗
装工事編 多点計測技術（面管理
の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ
ｰを用いた出来形管理要領（舗装工
事編）（案）」、「地上移動体搭載型ﾚ
ｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」、「TS（ﾉﾝ
ﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理
要領（舗装工事編）（案）」により「厚
さあるいは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 
平坦性 １工事１回 

〔実施中〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

12 11 コンクリート舗装工
（連続鉄筋コンクリート舗装工）

石粉 
プライムコート 

各層毎に１回 
〔散布時〕 

鉄筋寸法、位置 80mに１回 
〔据付時〕 

横拡張目地部 
ダウェルバー 
寸法、位置 

1施工箇所に１回 
〔据付後〕 

縦そり突合せ 
目地部・縦そり 
ダミー目地部タイ
バー寸法、位置 

80mに１回 
〔据付後〕 

平坦性 1工事に1回 
〔実施中〕 

厚さ 各層毎200mに１回 
〔型枠据付後〕 
〔スリップフォーム工法の場合は打
設前後〕 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)(案)」、「地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷ
ｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗
装工事編）（案）」、「地上移動体搭
載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形
管理要領（舗装工事編）（案）」、「TS
（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管
理要領（舗装工事編）（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎1工事に１回 

〔整正後〕 

目地段差 1工事に１回 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

13 1 薄層カラー舗装工 
（下層路盤工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
〔施工中〕 

Ⅲ－18 

－ 646 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

木
工
事
共
通
編 

般
施
工 

般
舗
装
工 

整正状況 各層毎400ｍに１回     
〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回     
〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回     〔整正後〕 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」による場合は各層
毎1工事に1回」 

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

13 2 薄層カラー舗装工 
（上層路盤工）  
粒度調整路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 各層毎200ｍに１回 
     〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回     〔整正後〕 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」による場合は各層
毎1工事に1回」  

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

13 3 薄層カラー舗装工 
（上層路盤工） 
セメント（石灰）安定処理工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回 
     〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回 
     〔整正後〕 

厚さ 1,000㎡に１回 
     〔整正後〕 

※コアを採取した場合は写真不要 
幅 各層毎40ｍに１回     〔整正後〕 

ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」による場合は各層
毎1工事に1回」  

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

13 4 薄層カラー舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎400ｍに１回     
〔施工中〕 

  

整正状況 各層毎400ｍに１回     
〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回     〔整正後〕 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管
理の場合)（案）」による場合は各層
毎1工事に1回」  

      〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

13 5 薄層カラー舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回        〔整正後〕   

タックコート、 
プライムコート 

各層毎に１回 
     〔散布時〕 

厚さ 1,000㎡に１回 
     〔整正後〕 

幅 各層毎40ｍに１回     〔整正後〕 
ただし、「TS等光波方式３次元計測
技術を用いた出来形管理要領(案)
舗装工事編 多点計測技術（面管

 
 
 
 

Ⅲ－18－1 
 

－ 646-1 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

理の場合)（案）」による場合は各層
毎1工事に1回」  

 〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

14 1 ブロック舗装工 
（下層路盤工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

Ⅲ－18－1 

－ 646-1 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

木
工
事
共
通
編 

般
施
工 

般
舗
装
工 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 各層毎 200ｍに１回 
〔整正後〕 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案）舗装工事編 多点計測技術
（面管理の場合)（案）」による場合
は各層毎 1 工事に 1 回」 

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

14 2 ブロック舗装工 
（上層路盤工） 
粒度調整路盤工 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 各層毎 200ｍに１回 
〔整正後〕 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案)舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合)（案）」による場合は各
層毎 1 工事に 1 回」 

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

14 3 ブロック舗装工 
（上層路盤工） 
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
〔整正後〕 

厚さ 1,000 ㎡に１回 
〔整正後〕 

※コアを採取した場合は写真不要
幅 各層毎 40ｍに１回 

〔整正後〕 
ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案)舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合)（案）」による場合は各
層毎 1 工事に 1 回」  

〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

14 4 ブロック舗装工 
（加熱アスファルト安定処理工） 

敷均し厚さ 
転圧状況 

各層毎 400ｍに１回 
〔施工中〕 

整正状況 各層毎 400ｍに１回 
〔整正後〕 

幅 各層毎 40ｍに１回 
〔整正後〕 

ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案)舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合)（案）」による場合は各
層毎 1 工事に 1 回」  

 〔整正後〕 
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

14 5 ブロック舗装工 
（基層工） 

整正状況 400ｍに１回 
〔整正後〕 

タックコート
プライムコート

各層毎に１回 
〔散布時〕 

Ⅲ－19 

－ 647 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

15  路面切削工 厚さ（基準高） 
幅 

40ｍに 1 回又は１施工箇所に 2 回 
       〔施工後〕 

 
ただし、「TS 等光波方式３次元計
測技術を用いた出来形管理要領
(案)舗装工事編 多点計測技術（面
管理の場合）（案））による場合は各
層毎 1 工事に 1 回」      

 〔整正後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 
 
 

16  舗装打換え工 幅 
延長 
厚さ 

各層毎１回/1 施工箇所 
     ［施工後］ 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

６
一
般
舗
装
工 

17  オーバーレイ工 平坦性 １施工箇所に１回 
     〔施工後〕 

  

ﾀｯｸｺｰﾄ 各層毎に１回 
      〔散布後〕 

整正状況 200ｍに１回 
      〔整正後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

２  路床安定処理工 施工厚さ 
幅 

40ｍに1回又は1施工箇所に2回 
          〔施工後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

３  置換工 置換厚さ 
幅 

40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
       〔施工後〕 

  

 
 
 
 

Ⅲ－20 
 

－ 648 － 



３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

５  パイルネット工 厚さ 
幅 

40ｍに１回又は１施工箇所に1回 
    〔施工後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

６  サンドマット工 施工厚さ 
幅 

40ｍに1回又は1施工箇所に2回 
          〔施工後〕 

  

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

７ 
 
 
 

８ 

 バーチカルドレーン工 
（サンドドレーン工） 
（ペーパードレーン工） 
（袋詰式サンドドレーン工） 
締固め改良工 
（サンドコンパクションパイル工） 

打込長さ 
施工状況 

100m2に１回又は１施工箇所に１回 
   〔打込み前後、施工中〕 

  

杭径 
位置・間隔 

100m2に１回又は１施工箇所に１回 
         〔打込後〕 

砂の投入量 全数量 
         〔打込前後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

７
地
盤
改
良
工 

９ １ 固結工 
（粉末噴射攪拌工） 
（高圧噴射攪拌工） 
（生石灰パイル工） 

位置・間隔 
杭径 

25本に1回、25本以下は2回 
     〔打込後〕 

  

深度 全数量 
     〔打込前後〕 

 ただし、（スラリー攪拌工）におい
て、「施工履歴データ３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）固
結工（スラリー撹拌工）編）（案）」に
より出来形管理資料を提出する場
合は、出来形管理に関わる写真管
理項目を省略できる 

 

３

土

木

工

事

共

通 
編 

２

一

般

施

工 

７

地

盤

改

良

工 

９ ２ 固結工 
（中層混合処理） 

施工厚さ 
幅 

1,000m3～4,000m3 につき 1 回、

又は施工延長 40m（測点間隔 25m
の場合は 50m）につき 1 回。 
［施工厚さ 施工中］ 
［幅 施工後］ 
 
ただし、「施工履歴データ３次元計

測技術を用いた出来形管理要領

（案）表層安定処理等・固結工（中

層地盤改良工事混合処理）編）

（案）」により出来形管理資料を提

出する場合は、出来形管理に関わ

る写真管理項目を省略できる。 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第３編 土木工事共通編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14
法
面
工 

２ 1 植生工 
（種子散布工） 
（張芝工） 
（筋芝工） 
（市松芝工） 
（植生シート工、植生マット工） 
（植生筋工） 
（人工張芝工） 
（植生穴工） 

材料使用量 １工事に１回 
     〔混合前〕 

  

土羽土の厚さ 40ｍに１回又は１施工箇所に2回 
       〔施工中〕 

法長 40ｍに１回又は１施工箇所に１回  
        〔施工後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14 
法
面
工 

２ 2 植生工 
（植生基材吹付工） 
（客土吹付工） 

清掃状況 200㎡に１回又は１施工箇所に2回 
       〔清掃後〕 

  

ラス鉄網の重ね
合せ寸法 

200㎡に１回又は１施工箇所に2回 
       〔吹付前〕 

厚さ（検測孔） 200㎡に１回又は１施工箇所に2回 
       〔吹付後〕 

法長 40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
       〔施工後〕 

材料使用量 １工事に１回 
     〔混合前〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14
法
面
工 

３  吹付工 
（コンクリート） 
（モルタル） 

清掃状況 200㎡に１回又は１施工箇所に2回 
       〔清掃後〕 

  

ラス鉄網の重ね
合せ寸法 

200㎡に１回又は１施工箇所に2回 
       〔吹付前〕 

法長 40ｍに１回又は１施工箇所に１回  
         〔施工後〕 

厚さ（検測孔） 200㎡に１回又は１施工箇所に2回  
          〔吹付後〕 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14
法
面
工 

４ 1 法枠工 
（現場打法枠工） 
（現場吹付法枠工） 

法長 40ｍに１回又は１施工箇所に１回 
       〔施工後〕 

  

幅、 
高さ、 
枠中心間隔 

枠延延長100ｍに１回又は１施工箇
所に１回  

          〔施工後〕 
 

ただし、「空中写真測量（無人航空
機）３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土法面工編）
（案）」に基づき写真測量に用いた
画像を納品する場合には、写真管
理に代えることが出来る。 

３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14
法
面
工 

４ 2 法枠工 
（プレキャスト法枠工） 

法長 40ｍに１回又は１施工箇所に１回  
          〔施工後〕 

  
３
土
木
工
事
共
通
編 

２
一
般
施
工 

14
法
面
工 

６  アンカー工 
 

削孔深さ 全数 
     〔削孔後〕 

  

配置誤差 全数 
     〔施工後〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【第１０編 道路編】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

３
工
場
製
作
工 

３  鋼製橋脚製作工 原寸状況 １脚に１回又は１工事に１回  
     〔原寸時〕 

  

製作状況 適宜   〔製作中〕 

仮組立寸法 
(撮影項目は適宜) 

１脚に１回又は１工事に１回 
     〔仮組立時〕 

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

６
橋
台
工 

８  橋台躯体工 厚さ 
天端幅(橋軸方向) 
敷幅(橋軸方向) 
高さ 
胸壁の高さ 
天端長 
敷長 

全数量 
  〔型枠取外し後〕 
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状況
を１工事１回 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工 

９ 1 橋脚躯体工 
（張出式） 
（重力式） 
（半重力式） 

厚さ 
天端幅 
敷幅 
高さ 
天端長 
敷長 

全数量 
  〔型枠取外し後〕 
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状況
を１工事１回 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工 

９ 2 橋脚躯体工 
（ラーメン式） 

厚さ 
天端幅 
敷幅 
高さ 
長さ 

全数量 
  〔型枠取外し後〕 
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状況
を１工事１回 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

８
鋼
製
橋
脚
工 

９ 1 橋脚フーチング工 
（Ｉ型・Ｔ型） 

幅 
高さ 
長さ 

全数量 
   〔型枠取外後〕 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

８
鋼
製
橋
脚
工 

９ 2 橋脚フーチング工 
（門型） 

幅 
高さ 

全数量 
   〔型枠取外後〕 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

８
鋼
製
橋
脚
工 

10 1 橋脚架設工 
（Ｉ型・Ｔ型） 

架設状況 架設工法が変わる毎に１回  
    〔架設中〕 

  

10
道
路
編 

３
橋
梁
下
部 

８
鋼
製
橋
脚
工 

10 2 橋脚架設工 
（門型） 

架設状況 架設工法が変わる毎に１回  
     〔架設中〕 
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３ 出来形管理写真撮影箇所一覧表 

【その他】 
※撮影頻度 

「○ｍに１回又は１施工箇所に○回」は、頻度の多い方を採用 

編 章 節 条 
枝
番 

工     種 
写真管理項目 摘 

要 撮影項目 撮影頻度[時期] 

その他 

（維持修繕工関係） 

アスファルト舗装 打換パッチング 施工日に１回   〔施工前後〕   

コンクリート舗装 目地掃除 3,000 ㎡に１回  〔施工前後〕   

目地充填 3,000 ㎡に１回  〔施工後〕   

注入工、削孔状況

（位置、間隔） 

2,000 ㎡に１回  〔削孔後〕   

注入工、注入圧 2,000 ㎡に１回  〔注入時〕   

目地亀裂防止材、張

付け状況 

3,000 ㎡に１回  〔張付け後〕   

局部打換、各層厚さ 各層毎 100ｍに１回又は１施

工箇所に１回   〔施工前後〕 

  

路肩、路側路盤工 厚さ 100ｍに１回又は１施工箇所

に１回〔施工後〕 

  

道路除草 施工状況 ２㎞に１回（１回刈毎）    

〔施工前後〕 

  

路肩整正 施工状況 １㎞に１回   

新設、更新、修理防護柵類 施工状況 １施工箇所に１回（施工前は

必要に応じて）  〔施工前後〕 

  

新設、更新、修理標識類 基礎幅、深さ、施工

状況 

基礎タイプ毎５カ所に１回（施

工前は必要に応じて） 

    〔施工前後〕 

  

新設、更新、修理照明灯 基礎幅、深さ、施工

状況 

基礎タイプ毎５カ所に１回（施

工前は必要に応じて） 

    〔施工前後〕 

  

視線誘導標 施工状況 施工日に１回 

    〔施工後〕 

  

清掃（路面、標識、側溝、集水桝） 施工状況 施工日に１回 

    〔施工前後〕 

  

区画線路面表示 施工状況 施工日に１回 

    〔施工前後〕 

  

材料使用量 全数量 〔施工前後〕   

街路樹植樹 施工状況 適宜   〔施工前後〕   

街路樹補強補植 施工状況 適宜   〔施工前後〕   

街路樹剪力定 施工状況 街路樹 50 本１回、グリーンベ

ルト 100ｍ１回  〔施工前後〕 

  

街路樹消毒、施肥 施工状況 街路樹 50 本１回、グリーンベ

ルト 100ｍ１回   〔施工中〕 

  

街路樹雪囲 施工状況 適宜   〔施工後〕   

排雪除雪 施工状況、機種 施工中に１回 施工中   

凍結防止剤散布 施工状況 施工中に１回 施工中   

材料使用量 全数量 〔施工前後〕   

河川除草 施工状況、刈草処理

状況 

１㎞に１回（１回刈毎） 

      〔施工前後〕 
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